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はしがき 

 

 

 この翻訳は、欧州指令のうち、「デジタル単一市場における著作権および隣接権に関する

ならびに指令 96/9/ECおよび 2001/29/ECを修正する 2019年 4月 17日の欧州議会および欧

州理事会指令（EU）2019/790」（デジタル単一市場指令）を訳したものである。 

 2010 年 5 月に公表された欧州デジタルアジェンダでは、政策目標の一つとしてデジタル

単一市場の創設が掲げられた。2015 年 5 月には、デジタル単一市場戦略が示され、著作権

の分野においても改革の必要が明示された。2016 年 9 月には欧州委員会によるプロポーザ

ルが提出され、本指令は、2019年 3月 26日、欧州議会において採択され、同年 4月 15日、

欧州理事会において採択された。加盟国は、2021 年 6 月 7 日までに、本指令を国内法化し

なければならない。 

 本指令は、コンテンツが国境を越えてデジタルで利用される状況を考慮し、加盟国におけ

る著作権法の調和を促進することを目的としている。従来、情報社会を考慮した加盟国にお

ける著作権法の調和を目的として、「情報社会における著作権および隣接権の特定の側面の

調和に関する 2001年 5月 22日の欧州議会および欧州理事会指令 2000/31/EC」（いわゆる情

報社会指令）が規定されていたが、本指令は、当該指令をはじめとする著作権分野の特定の

指令に基づき、これらを補充するものとなっている。 

本指令は、例外および制限（第２編）、ライセンス実務を改善するため、およびコンテン

ツへのより広いアクセスを保証するための措置（第３編）、著作権市場の十分な機能を確保

するための措置（第４編）について定めている。このうち、特に、注目される規定は、情報

社会サービス提供者による報道出版物のオンライン利用について、報道出版物の発行者に

対し、複製権と公衆に利用可能とする権利を与えた規定（15条）、オンラインコンテンツ共

有サービスプロバイダが、利用者によってアップロードされた著作物へのアクセスを公衆

に与える行為が、公衆への伝達行為または公衆に利用可能とする行為であることが定めら

れた規定（17条）であり、加盟国においてどのように国内法化されるのかが注目される。 

なお、本指令の翻訳にあたっては、英語版および仏語版を参照し、一つの言語において意

味が曖昧な箇所は、他の言語に基づいて補うように訳出した。 

 

 

2021 年 3月 

井奈波 朋子 
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デジタル単一市場における著作権および隣接権に関するならびに指令 96/9 / ECおよび

2001/29 / ECを修正する 2019年 4月 17日の欧州議会および欧州理事会指令（EU）

2019/7901 

（欧州経済領域関連文書） 

欧州議会および欧州理事会は、 

欧州連合の機能に関する条約、特にその第 53 条１項ならびに第 62 条および第 114 条に鑑

み、 

欧州委員会の提案を考慮し、 

各国の国会に法案が委譲された後、 

欧州経済社会評議会の意見を考慮し（1）1、 

地域評議会の意見を考慮し（2）2、 

通常の立法手続きに従って規定する（3）3、 

次の事項により： 

（1）欧州連合の機能に関する条約は、域内市場の創設と、域内市場における競争の歪曲を

防止する固有のシステムの導入とを、規定する。著作権および隣接権に関する加盟国の法規

のさらなる調和は、これらの目的達成に寄与する。 

（2）著作権および隣接権分野において採択された数々の指令は、域内市場の機能に寄与し、

権利者のために高度の保護を保証し、権利のクリアランスを促進し、著作物および他の保護

対象物の利用を可能とする枠組みを創設する。この調和した法的枠組みは、域内市場の分断

を回避するために、デジタル環境においてもまた、域内市場が適切に機能することに寄与し、

イノベーション、創造、投資、および新たなコンテンツの製作を後押しする。この法的枠組

みが与える保護は、欧州共通の文化遺産を前面に押し出しながら、文化的多様性を尊重しか

つ促進する欧州連合の目的を実現することに寄与するものでもある。欧州連合の機能に関

する条約第 167 条第 4 項は、欧州連合に対し、その行動において文化的側面を考慮するこ

とを要求する。 

(3）技術の急速な発展により、著作物および他の保護対象物が創作され、生産され、頒布さ

れ、利用される方法は、変化し続けている。新たなビジネスモデルおよび新たなプレーヤー

 
1 OJ C （欧州連合官報告示） 125, 21.4.2017, p. 27. 
2 OJ C （欧州連合官報告示） 207, 30.6.2017, p. 80. 
3 2019 年 3月 26日の欧州議会の状況（官報において未公表）および 2019年 4月 15日欧

州理事会決定 
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が絶えず出現している。当該分野の立法は、技術の発展を妨げないよう、時の経過に耐えら

れるものでなければならない。著作権分野における欧州の枠組みによって定められた目的

および原則は、依然として妥当である。しかし、国境を越える使用を含む、デジタル環境に

おける著作物および他の保護対象物の特定の使用については、権利者にとっても、利用者に

とっても、依然として法的不安定が残されている。「現代的でより欧州的な著作権フレーム

ワークに向けて」と題する 2015 年 12 月 9 日欧州委員会報告書に示されているように、あ

る分野においては、著作権および隣接権の高度の保護を維持しつつ、欧州連合の既存の著作

権フレームワークを適応させ、補充することが必要である。本指令は、著作権および隣接権

の特定の例外および制限をデジタルの国境を越える環境に適応させるための規定、および、

特定のライセンス実務を促進するための措置（特に、ただし、限定的ではないが、商業的に

入手できない著作物および他の保護対象物の頒布、およびコンテンツへのより広いアクセ

スを確保するため、ビデオオンデマンドプラットフォームにおける視聴覚著作物のオンラ

インでの利用可能性について）を規定する。本指令は、また、公有のコンテンツの使用を促

進するための規定も含む。機能的で衡平な著作権市場を実現するために、出版物における権

利、利用者がアップロードしたコンテンツを蓄積しおよびアクセスを提供するオンライン

サービスプロバイダによる著作物または他の保護対象物の利用、著作者および実演家の契

約の透明性、著作者および実演家の報酬に関する規定も必要であり、同様に、著作者および

実演家が独占的に譲渡した権利の取消のための手続きも必要である。 

（4）本指令は、当該分野で現在施行されている各指令、特に欧州議会および欧州理事会指

令 96/9/EC（4）4、2000/31/EC（5）5、2001/29/EC（6）6、2006/115/EC（7）7、2009/24/ EC

（8）8、2012/28/EU（9）9および 2014/26/EU（10）10に定める規定を補充しつつ、これらに

基づくものである。 

 
4 データベースの法的保護に関する 1996年 3月 11日欧州議会および理事会指令 96/9/EC

（欧州連合官報法令 OJ L 77, 27.3.1996, p. 20） 
5 域内市場における情報社会サービス、特に電子商取引の特定の法的側面に関する 2000年

6月 8日欧州議会および理事会指令 2000/31/EC（電子商取引指令）（欧州連合官報法令

OJ L 178, 17.7.2000, p. 1) 
6 情報社会における著作権および関連権の特定の側面の調和に関する 2001年 5月 22日欧

州議会および理事会指令 2000/31/EC（欧州連合官報法令 OJ L 167, 22.6.2001, p. 10） 
7 知的財産分野における著作権に関する貸与権および特定の権利に関する 2006年 12月 12

日欧州議会および理事会指令 2006/115/EC（欧州連合官報法令 OJ L 376, 27.12.2006, 

p. 28) 
8 コンピュータープログラムの法的保護に関する 2009年 4月 23日欧州議会および理事会

指令 2009/24/EC（欧州連合官報法令 OJ L 111, 5.5.2009, p. 16) 
9 孤児著作物の特定の認められる使用に関する 2012年 10月 25日欧州議会および理事会指

令 2012/28/EU（欧州連合官報法令 OJ L 299, 27.10.2012, p. 5) 
10 域内市場におけるオンライン利用のための音楽著作物の著作権および関連権の集中管理

ならびに全地域ライセンスに関する 2014年 2月 26日欧州議会および理事会指令

2014/26/EU（欧州連合官報法令 OJ L 84, 20.3.2014, p. 72) 
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 (5）研究、イノベーション、教育、および文化遺産の保存の分野において、例外および制

限に関する既存の欧州連合の規定に明確に含まれていない新たな種類の使用が、デジタル

技術によって可能となっている。さらに、これらの分野において指令 96/9/EC、2001/29/EC

および 2009/24/ECに規定する例外および制限の任意的な性質は、域内市場の機能に悪影響

を与え得る。これが特に関連するのは、デジタル環境において、重要性が増しつつある国境

を越える使用である。したがって、これらの新たな使用に照らし、学術研究、イノベーショ

ン、教育、および文化遺産の保存に関連して EU法が規定する既存の例外および制限は、評

価し直す必要がある。テキストおよびデータマイニング技術の使用、デジタル環境における

教育のための説明、および文化遺産の保存のため、義務的な例外または制限を導入すべきで

ある。EU 法における既存の例外および制限は、それらが本指令に定める義務的な例外また

は制限の適用範囲を制限するものでなく、加盟国がその国内法において国内法化する責任

を負うものである限り、特に、テキストおよびデータマイニング、教育、および保存活動に

対して、引き続き適用されなければならない。したがって、指令 96/9/ECおよび 2001/29/EC

は修正されなければならない。 

（6）本指令に定める例外および制限は、一方で、著作者と他の権利者の権利と利益、他方

で、利用者の権利と利益との間の公正な均衡を目指している。例外および制限は、著作物ま

たは他の保護対象物の通常の利用を妨げることなく、権利者の正当な利益を不当に害しな

い特定の特別な場合にのみ適用されうる。 

（7）指令 2001/29/EC に定める技術的手段の保護は、EU 法に基づき著作者および他の権利

者に与えられた権利の保護およびその効果的な行使を保証するため、依然として不可欠で

ある。技術的手段の使用により、受益者が本指令に定める例外および制限を享受することを

妨げないよう保証しつつ、当該保護を維持することが適切である。権利者は、任意の手段に

より、それが保証される機会を持つべきである。権利者は、本指令に定める例外および制限

を受益者が享受できるようにする適切な手段を、依然として自由に選択できなければなら

ない。任意の手段がない場合、加盟国は、著作物または他の保護対象物がオンデマンドサー

ビスにより公衆に利用可能とされた場合を含め、指令 2001/29/EC第 6条第 4項第一段落に

従って、適切な措置を講じなければならない。 

（8）新たな技術により、テキスト、音、画像、データのようなデジタル形式の情報に対す

る自動的な情報分析が可能になり、それは、一般にテキストおよびデータマイニングといわ

れる。テキストおよびデータマイニングは、新たな知見を得ることおよび新たなトレンドを

発見することを目的とした、大量の情報処理を可能とする。テキストおよびデータマイニン

グ技術は、デジタル経済全体に普及しているが、広く認識されているのは、テキストおよび

データマイニングが、とりわけ、研究者の社会に利益をもたらし、これによりイノベーショ

ンを支えることができるということである。大学およびその他の研究組織だけでなく、文化

遺産機関が、当該技術による恩恵を受けるが、それらはその主たる活動の枠内において研究
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を実施できるからである。しかし、欧州連合において、当該組織や機関は、どの範囲でコン

テンツに対しテキストおよびデータマイニングを実行できるかが分からず、それらは法的

不安定に直面している。特定の場合において、テキストおよびデータマイニングは、著作権、

データベースに対するスイジェネリス権、またはそれら双方により保護される行為、特に著

作物または他の保護対象物の複製、データベースからのコンテンツの抽出、またはそれら双

方の行為をもたらし得るが、例えばテキストおよびデータマイニングプロセスで、データを

標準化するような場合がこれにあたる。何ら例外または制限が適用されない場合、権利者か

ら当該行為を行うことの許諾を得る必要が生じる。 

（9）テキストおよびデータマイニングは、著作権により保護されない単なる事実またはデ

ータに対しても実行され得るが、そのような場合、著作権法に基づく何らの許諾も必要でな

い。複製行為を生じさせないテキストおよびデータマイニングもあり得るし、または、実行

された複製が指令 2001/29 / EC第 5条第 1項に定める一時的な複製行為に対する義務的な

例外に該当する場合もまたありうるが、同条項は、当該例外の適用範囲を超える複製物の作

成を生じさせないテキストおよびデータマイニング技術に引き続き適用されなければなら

ない。 

（10）EU 法は、テキストおよびデータマイニング行為に適用され得る学術研究目的の使用

をカバーする特定の例外および制限を規定する。しかし、当該例外および制限は任意であり、

学術研究分野における技術の使用に完全に適応するものではない。さらに、研究者がコンテ

ンツに対する適法なアクセス権を有する場合、例えば、出版物に対するサブスクリプション

やフリーアクセスライセンスがある場合、ライセンスの条件によりテキストおよびデータ

マイニングを除外されることがあり得る。研究がますますデジタル技術の支援により行わ

れるようになっていることから、テキストおよびデータマイニングに関する法的不安定を

治癒するための措置が講じられない限り、研究地域としての欧州連合の競争力が低迷する

危険がある。 

（11）テキストおよびデータマイニングに関する法的不安定は、大学および他の研究組織、

ならびに文化遺産機関のために、複製の排他的な権利およびデータベースからの抽出を拒

む権利に対する義務的な例外を規定することによって、治癒されなければならない。大学お

よび研究機関が民間部門と協力することを奨励する欧州連合の現行の研究政策に合わせ、

その研究活動が官民パートナーシップの枠組みで実施される場合、研究組織もまた、当該例

外を享受できなければならない。研究組織および文化遺産機関は引き続き当該例外の受益

者でなければならないが、それらは、民間パートナーの技術ツールを使用することを含め、

テキストおよびデータマイニングの実施のために民間のパートナーに頼ることができなけ

ればならない。 

（12）欧州連合全体の研究組織は、学術研究を実施すること、または教育サービスを提供す

るとともに学術研究を実施することを主な目的とする、多種多様な者を網羅する。本指令の
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意味において、「学術研究」という用語は、自然科学と人文科学の双方を含むものと理解さ

れなければならない。それらの者の多様性を考慮すると、研究組織がどのようなものかにつ

いて、共通の理解を持つことが重要である。この概念は、大学または他の高等教育機関およ

びそれらの図書館に加え、研究機関および研究を行う病院のような者もまた、包含するもの

でなければならない。法形式および法的構成の違いにもかかわらず、加盟国の研究組織は、

一般に、非営利目的で、または加盟国によって承認された公益的使命の枠内において、その

行為を行うという共通点を有する。そのような公益的使命は、例えば、公的資金を通じて、

または国内法または公契約の規定を通じて、示されることがありうる。逆に、営利企業が、

株主やパートナーの資格のような、構造上の立場により管理権を行使できる決定的な影響

力を組織に及ぼし、それにより研究の成果に対し優先的なアクセスを導き出せることにな

る組織は、本指令の目的における研究組織とみなされてはならない。 

（13）文化遺産機関は、その恒久的なコレクション内に保有する著作物または他の保護対象

物の種類を問わず、公衆がアクセス可能な図書館および博物館を含み、同様に、アーカイブ、

映画またはオーディオ遺産を寄託される機関も含むものとして、理解されなければならな

い。文化遺産機関は、また、とりわけ、国立図書館および国立アーカイブ、ならびにアーカ

イブおよび公衆がアクセス可能な図書館が関係する範囲で、教育施設、研究組織および公共

の放送機関を含むものとして、理解されなければならない。 

（14）テキストおよびデータマイニングの例外は、研究組織および文化遺産機関が適法にア

クセスできるコンテンツについて、研究組織および文化遺産機関（それらに属する者を含む）

に、適用されなければならない。適法なアクセスとは、オープンアクセスポリシーに基づく

コンテンツに対するアクセス、または権利者と研究組織または文化遺産機関との間におけ

る、登録のような、契約上の合意を通じた、もしくは他の合法的な手段を通じたコンテンツ

に対するアクセスを含むものとして、理解されなければならない。例えば、あるコンテンツ

に対するサブスクリプションを行った研究組織または文化遺産機関に所属する者は、当該

サブスクリプションの対象に対して、適法なアクセス権を享受するとみなされる。適法なア

クセスは、また、オンラインで自由にアクセスできるコンテンツへのアクセスを包含するも

のでなければならない。 

（15）特定の場合、例えば学術研究成果の継続的検証のため、研究組織や文化遺産機関は、

テキストおよびデータマイニングを行う目的による例外の枠内で、作成された複製物を保

持する必要があり得る。そのような場合、複製物はセキュアな環境で保存されねばならない。

加盟国は、国家レベルで、かつ関係する利害当事者との協議の後に、特に、当該複製物を保

存する目的で信頼できる機関を指定する資格を含む、複製物を保持するためのより詳細な

方法について、自由に決定できなければならない。例外の適用が不当に制限されないよう、

当該方法は、比例的であり、かつ複製物をまったく安全な方法で保持し、かつ無許諾の使用

を防ぐために、必要なものに限定されねばならない。テキストおよびデータマイニング以外
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の、学術ピアレビューまたは共同研究のような、学術研究活動の目的での複製物の使用は、

適宜、指令 2001/29/EC第 5条第 3項（a）に定める例外または制限に、引き続き該当するも

のでなければならない。 

（16）著作物または他の保護対象物へのアクセス要求の数およびダウンロードの数の潜在

的な多さを考慮すると、権利者は、そのシステムやデータベースのセキュリティおよび完全

性が損なわれるおそれがある場合、何らかの措置を講じることが認められなければならな

い。当該措置は、例えば、特に IPアドレス認証やユーザー認証などに基づき、データへの

合法的なアクセス権を持つ者のみがデータにアクセスできるよう保証することに資するも

のが想定される。当該措置は、内在するリスクに比例的でなければならず、システムのセキ

ュリティおよび完全性を確保する目的を達成するために必要な範囲を超えてはならず、か

つ、例外の効果的な適用を損なうものであってはならない。 

（17）学術研究を行う者に限定される例外の性質および適用範囲を考慮すると、当該例外が

権利者に生じさせる潜在的な害はごくわずかであると考えられる。したがって、加盟国は、

本指令によって導入されたテキストおよびデータマイニングの例外に基づく使用に関して、

権利者に対する補償を規定するべきではない。 

（18）学術研究におけるテキストおよびデータマイニング技術の重要性に加え、テキストお

よびデータマイニング技術は、生活のさまざまな領域で、さまざまな目的、特に、公共サー

ビス、ビジネス上の複合的な決定、および新しいアプリケーションまたはテクノロジーの開

発の目的で、大量のデータを分析するために、私人および公人の双方によって幅広く用いら

れている。権利者は、学術研究目的でのテキストおよびデータマイニングについて、本指令

に定める義務的な例外の適用範囲外である著作物または他の保護対象物の使用、および指

令 2001/29/ECに定める既存の例外および制限の適用範囲外である著作物または他の保護対

象物の使用を、引き続き許諾できなければならない。同時に、テキストおよびデータマイニ

ングの目的で行われた複製および抽出を、合法的にアクセスできる著作物または他の保護

対象物で行うことができるかどうかについて（特に、技術的処理のために行われた複製また

は抽出が、指令 2001/29/EC第 5条第 1項に定める一時的な複製行為のための既存の例外の

条件をすべて満たさない場合）、テキストおよびデータマイニングの利用者は、法的不安定

に直面する可能性がある、との事実が考慮されるべきである。このような場合にさらなる法

的安全を図り、かつ民間におけるイノベーションを促進するため、本指令は、テキストおよ

びデータマイニングの目的による著作物または他の保護対象物の複製および抽出のための

例外または制限を、特定の条件のもとで規定し、かつ当該テキストおよびデータマイニング

の目的で必要となる期間中、これにより実行された複製物を保有することが認められなけ

ればならない。 

当該例外または制限は、著作物または他の保護対象物がオンラインで公衆に利用可能とさ

れた場合を含め、受益者が著作物または他の保護対象物に合法的にアクセスする場合であ
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って、かつ、権利者が、テキストおよびデータマイニングのための複製および抽出に対する

権利を適切な方法で留保していない範囲でのみ適用される。オンラインで公衆に利用可能

とされているコンテンツについては、メタデータおよびウェブサイト、またはサービスの利

用規約を含む、機械により読み取り可能な手段により当該権利の留保が行われた場合にの

み、当該権利の留保が適切であるとみなされる。テキストおよびデータマイニングの目的に

よる権利の留保は、他の使用に影響を与えてはならない。他の場合において、適切とされう

るのは、契約上の合意または一方的申告のような、他の手段により、権利を留保することで

ある。権利者は、留保された権利が尊重されることを確保する措置を講じることができなけ

ればならない。当該例外または制限は、本指令に規定する学術研究目的のテキストおよびデ

ータマイニングのための義務的な例外を害するものであってはならないことに加え、指令

2001/29/EC 第 5 条第 1 項に規定する一時的な複製行為のための既存の例外も同様に、害す

るものであってはならない。 

（19）指令 2001/29/EC 第 5 条第 3 項（a）は、加盟国に対し、教育における説明目的に限

り、各自が、各々個別に選択した場所および時間において、著作物または他の保護対象物に

アクセスできるような方法により、著作物または他の保護対象物に対する複製権、公衆への

伝達権、公衆へ利用可能とする権利に対する例外または制限を規定することを認めている。

さらに、指令 96/9/EC 第 6 条第 2 項（b）および第 9 条（b）は、教育における説明のため

に、データベースの使用およびその内容の実質的部分の抽出を認めている。これらの例外ま

たは制限の適用範囲は、デジタル使用に適用される場合、明確ではない。その上、教育がオ

ンラインでかつ遠隔で行われている場合、これらの例外または制限が適用されるかどうか、

明確に規定されていない。さらに、既存の法的枠組みは、国境を越える効果を規定していな

い。この状況は、デジタルにより支援される教育活動と遠隔学習の発展を妨げる可能性があ

る。したがって、著作物または他の保護対象物が、オンラインおよび国境を越える場合を含

め、デジタルによる教育活動の枠内で使用される場合において、教育施設が完全な法的安全

を享受することを保証するため、新たな義務的な例外または制限の導入が必要である。 

（20）遠隔学習および国境を越える教育のプログラムは、特に、高等教育のレベルで発展し

ているが、デジタルツールとリソースは、特に、学習体験を向上させかつ充実させるため、

教育のすべてのレベルで、ますます使用されるようになっている。したがって、本指令に定

める例外または制限は、初等および中等教育、職業教育ならびに高等教育の施設を含む、加

盟国によって承認されたすべての教育施設が、享受できなければならない。例外または制限

は、特定の教育活動が非営利目的で行われることにより、使用が正当化される範囲内でのみ、

適用される。教育施設の組織的構造および財源は、活動が非営利な性質であるかどうかを決

める決定的な要素であってはならない。 

（21）教育における説明目的に限定される本指令に定める例外または制限は、研修活動を含

む、教育を支援し、充実させ、または補完する目的による著作物または他の保護対象物のデ
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ジタル使用を包含するものと理解されなければならない。当該例外または制限の枠内で認

められるソフトウェアの頒布は、ソフトウェアのデジタル送信に限定されなければならな

い。したがって、ほとんどの場合、説明の概念は、著作物の一部または抜粋の使用しか前提

とせず、これにより主に教育市場向けの教材の購入に置き換わるものであってはならない。

例外または制限を国内法化する場合、加盟国は、さまざまな種類の著作物または他の保護対

象物について、バランスのとれた方法で、教育における説明目的にのみ使用できる著作物ま

たは他の保護対象物の割合を、引き続き自由に決定できなければならない。例外または制限

の枠内で認められる使用は、教育における説明の枠内において、障害者の特定の利用可能性

のニーズを包含するものとして理解されなければならない。 

（22）本指令に定める教育における説明目的に限定される例外または制限に基づく著作物

またはその他の保護対象物の使用は、試験中、または、例えば、博物館、図書館、その他の

文化遺産機関内など、教育施設外で行われる教育活動中を含む、教育施設の責任の下で実施

される教育および研修活動の枠内でのみ行われなければならず、かつ、当該活動の目的に必

要なものに限定されなければならない。例外または制限は、例えば電子ホワイトボードまた

はインターネットに接続される可能性があるデジタル機器などのデジタル手段を介して、

教室内または他の場所において行われる著作物または他の保護対象物の使用、およびオン

ラインの授業または特定の授業を補完する教材へのアクセスのような、セキュリティの施

された電子環境を介して遠隔で行われる使用を、包含するものでなければならない。セキュ

リティの施された電子環境とは、特にパスワードによる認証を含む、適切な認証手続によっ

て、教育施設の教員、および学習プログラムに登録されている生徒または学生にアクセスを

限定した、教育および学習のデジタル環境をいうものとして理解されなければならない。 

（23）著作物または他の保護対象物の教育における使用を促進するため、多くの加盟国にお

いては、指令 2001/29/ECに定める例外または制限の国内法化に基づく、またはその他の使

用をカバーするライセンス契約に基づく、異なる施策が採用されている。当該施策は、概し

て、教育施設およびさまざまなレベルの教育の必要性を考慮し、定められた。デジタル使用

および国境を越える教育活動に関する新たな義務的な例外または制限の適用範囲を調和さ

せることが不可欠であるとしても、国内法化の施策は、それが、例外または制限の効果的な

適用も、国境を越える使用も妨げることがない限り、加盟国によって異なることがあっても

よい。例えば、加盟国が、著作物またはその他の保護対象物の使用において、著作者および

実演家の人格権を尊重するよう求めることは依然として自由でなければならない。したが

って、加盟国は、国家レベルで締結された既存の合意に基づくことも可能でなければならな

い。特に、加盟国は、例外または制限の適用を、完全にまたは部分的に、例外または制限の

下で認められる使用と同じ使用を少なくとも包含する、適切なライセンスの利用可能性に

従属させるように定めることができる。ライセンスが例外または制限の下で認められる使
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用を部分的にのみカバーする場合、加盟国は、例外または制限が他のすべての使用に適用さ

れることを保証しなければならない。 

加盟国は、例えば、主に教育市場向けのライセンスまたは楽譜のライセンスを優先させるた

めに、この体制を用いることができる。例外をライセンスの利用可能性の下におくことによ

り、法的不安定または教育施設に管理上の負担を生じさせることを回避するため、当該アプ

ローチを採用する加盟国は、教育における説明目的での著作物または他の保護対象物のデ

ジタル使用を可能とするライセンス体制を容易に利用できるよう保証し、かつ、教育施設に

当該ライセンス体制の存在についての情報が与えられるよう保証するための、具体的措置

を講じなければならない。当該ライセンス体制は、教育施設のニーズに合致するものでなけ

ればならない。既存のライセンス体制の可視性の確保を目的とした情報ツールもまた、構築

され得る。当該体制は、教育施設が権利者と個別に交渉しなければならないことを回避する

ため、例えば、集中許諾または拡大集中許諾に基づくことができる。法的安定を保証するた

め、加盟国は、どのような条件で、教育施設が当該例外の枠内で著作物または他の保護対象

物を使用できるか、逆に、どのような場合にライセンス体制に基づき行動しなければならな

いかを明確にしなければならない。 

（24）加盟国は、教育における説明のため、本指令に定める例外または制限の枠内において、

権利者が、著作物または他の保護対象物のデジタル使用の対価として衡平な補償を受け取

ることを、引き続き自由に規定することができなければならない。衡平な補償の基準を定め

る場合、加盟国は、とりわけ、その教育目的および権利者に生じる不利益を考慮しなければ

ならない。衡平な補償を規定することを決定した加盟国は、教育施設に管理上の負担を生じ

させない制度の利用を奨励しなければならない。 

（25）文化遺産機関は、将来の世代のために、そのコレクションの保存に取り組んでいる。

文化遺産機関のコレクション内に存在する著作物または他の保護対象物を保存する行為は、

複製を必要とし、したがって、関係する権利者の許諾を求められる場合があり得る。デジタ

ル技術は、当該コレクションに含まれる遺産を保存する新たな手段を提供するが、それらは

また新たな課題を生じさせる。それらの新たな課題を考慮し、当該機関が当該保存行為を行

うことができるよう、複製権に対する義務的な例外を規定することにより、既存の法的枠組

みに適応させる必要がある。 

（26）文化遺産機関による保存のための複製行為について、加盟国において異なるアプロー

チが存在することは、国境を越える協力、保存手段の共有、および当該機関による域内市場

における国境を越える保存ネットワークの確立を妨げ、それは、効率的でない資産の使用を

もたらす。それは、文化遺産の保存に対し悪影響を与えかねない。 

（27）したがって、加盟国は、例えば、技術的陳腐化もしくはオリジナルの媒体の劣化を改

善するため、または当該著作物および保護対象物の毀損に備えるため、文化遺産機関が保存
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目的でそのコレクション内に恒久的に存在する著作物または他の保護対象物を複製する例

外を規定しなければならない。当該例外は、適切な保存ツール、保存手段、または保存技術

を用い、あらゆるフォーマットまたは媒体で、必要とされる数、著作物または他の保護対象

物が存続している段階でいつでも、保存目的に必要な範囲内で、複製物を作成できるもので

なければならない。文化遺産機関の恒久的なコレクション内にある著作物および他の保護

対象物の保存以外の目的で文化遺産機関が行う複製行為は、EU 法に定める他の例外または

制限によって認められるものでない限り、引き続き権利者の許諾に基づくものでなければ

ならない。 

（28）文化遺産機関は、当該機関自身が、特にデジタル環境において、そのコレクションを

保存するために必要となる行為を行うにつき、必ずしも、技術的手段または専門性を有する

わけではなく、そのため、当該目的で他の文化機関または他の第三者の支援を求める可能性

がある。本指令に規定する保存目的の例外の枠内において、文化遺産機関は、複製物の作成

を、他の加盟国に所在する第三者を含め、その名と責任において行為する第三者に依頼する

ことが認められなければならない。 

（29）例えば、所有権の移転もしくはライセンス契約の結果として、法的寄託義務に基づき、

または恒久的な貸借契約に基づき、当該著作物または他の保護対象物の複製物が当該機関

によって恒久的に保有されている場合または当該機関に帰属する場合に、本指令の目的の

ために、著作物または他の保護対象物は、文化遺産機関のコレクションに恒久的に存在する

とみなされる。 

（30）文化遺産機関は、国境を越えることを含む、本指令の目的で商業的に入手できないと

みなされる著作物または他の保護対象物のデジタル化および普及のための明確な枠組を享

受すべきである。しかし、商業的に入手できない著作物または他の保護対象物の集合物の特

別な性質は、および大量のデジタル化計画の対象となる著作物または他の保護対象物の数

と相俟って、個々の権利者の事前の許諾を得ることが明らかに非常に困難であることを示

している。これは、例えば、著作物または他の保護対象物の古さ、商業的に限定されたそれ

らの価値、またはそれらが商業利用に向けられたことがなかったという事実もしくはそれ

らが商業的目的で利用されなかったという事実によるものである。したがって、文化遺産機

関のコレクションに恒久的に存在する商業的に入手できない著作物または他の保護対象物

の、特定の使用を促進するための措置を規定する必要がある。 

（31）すべての加盟国は、商業的に入手できない著作物または他の保護対象物の特定の使用

に関して、十分に代表する関係する集中管理団体によって文化遺産機関に与えられるライ

センスを、その点で代表する集中管理団体に委託していない権利者の権利にも適用するこ

とができる法制度を有しなければならない。本指令に従って、当該ライセンスはすべての加

盟国を包含することができるものでなければならない。 
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（32）本指令によって導入された商業的に入手できない著作物または他の保護対象物に関

する集中許諾に関する規定は、文化遺産機関が商業的に入手できない著作物または他の保

護対象物の使用のために、権利者から必要なすべての許諾を得ることが困難であるすべて

の場合に、解決策を与えるものではない。例えば、特定の種類の著作物または他の保護対象

物のために何らの権利の集中管理の実務がない場合、または関係する集中管理団体が関係

する範疇の権利者および権利を十分に代表していない場合が、その場合に該当し得る。これ

らの特別な場合に、文化遺産機関は、著作権および隣接権に対する調和した例外または制限

の枠内で、すべての加盟国において、恒久的にそのコレクションに存在する商業的に入手で

きない著作物または他の保護対象物を、オンラインで利用可能にすることが可能でなけれ

ばならない。重要なことは、当該例外または制限に基づく使用が、特定の要件（特にライセ

ンスによる解決の利用可能性について）を満たす場合にのみ行われることである。ライセン

ス条件に関する合意の不存在は、ライセンスによる解決の利用可能性の欠如と解釈されて

はならない。 

(33）加盟国は、本指令により定める枠組み内において、その法的伝統、法的実務、または

法的環境に従って、文化遺産機関が商業的に入手できない著作物または他の保護対象物の

使用のために導入する、拡大集中許諾または代表の推定のような、特定の種類のライセンス

付与体制を、柔軟に選択できなければならない。加盟国は、また、集中管理団体が十分に代

表されるといえるために満たすべき要件を柔軟に決定できなければならず、それは、当該決

定が、関係する種類の使用を許諾できることを委託した、関係する種類の著作物または他の

保護対象物の権利者の数の多さを基礎とすることを条件とする。加盟国は、例えば、共同ラ

イセンスまたは関係する組織間の合意を要求するなど、複数の集中管理団体が関係する著

作物または他の保護対象物を代表する場合に適用される特定の規則を、自由に規定できな

ければならない。 

（34）当該ライセンス付与体制のために、厳格で十分に実効性のある集中管理システムが重

要である。指令 2014/26/EUは、当該システムを規定しており、当該システムは、特に、適

切なガバナンス、透明性および情報伝達に関する規則、ならびに個々の権利者に対して負担

する額を、定期的に、迅速かつ正確に、分配しかつ支払うことに関する規則を含む。 

（35）商業的に入手できない著作物または他の保護対象物の使用のため、本指令によって導

入された、ライセンス付与体制の適用および例外または制限の適用を除外する機会を与え

られるべきすべての権利者は、その著作物または他の保護対象物のすべてに関し、ライセン

スすべてまたは例外もしくは制限に基づく使用すべてに関し、特定の著作物もしくは他の

保護対象物に関し、または、ライセンス期間前もしくは期間中、または例外もしくは制限の

下での使用前もしくは使用中を問わず、特定のライセンスもしくは例外または制限に基づ

く使用に関し、適切な保護措置を利用することができなければならない。当該ライセンス付

与体制を規制する条件は、文化遺産機関にとっての実務的有用性を減殺するものであって
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はならない。権利者が 1または複数の著作物または他の保護対象物に関し、当該体制の適用

または当該例外もしくは制限の適用を排除する場合、継続中の使用は合理的な期間内に終

了することが重要であり、かつ、当該使用が集中許諾に組み込まれている場合、いったん通

知を受けた集中管理団体は、関係する使用の前提となるライセンスの付与を停止すること

が重要である。権利者による当該排除の適用は、ライセンスの枠内における著作物または他

の保護対象物の実際の使用に対する報酬についての権利者の請求に、影響を与えてはなら

ない。 

（36）本指令は、商業的に入手できない著作物または他の保護対象物のライセンス付与の遵

守、および本指令に定める条件におけるそれらの使用の遵守、ならびに関係する当事者によ

る当該ライセンス条件の遵守に関して、誰が法的責任を負うべきかを決定する加盟国の権

能に影響を与えない。 

（37）文化遺産機関のコレクション内の著作物または他の保護対象物の多様性を考慮する

と、重要となるのは、本指令に定めるライセンス付与体制および例外または制限が利用可能

となることであり、かつ、写真、ソフトウェア、レコード、視聴覚著作物、単体の美術の著

作物（それらが、これまで商業的に入手できなかった場合を含む）を含む、さまざまな種類

の著作物および他の保護対象物が、実際に使用され得ることである。これまで商業的に入手

できなかった著作物には、ポスター、リーフレット、トレンチ・ジャーナル、アマチュアの

視聴覚著作物だけでなく、著作者人格権に関する国内規定のような、他の法的制約の適用を

害することのない、未公表の著作物または他の保護対象物が含まれうる。ある著作物または

他の保護対象物が、その別のヴァージョンのいずれかにより入手可能である場合（例えば、

文学の著作物の後続の販または映画の著作物の別ヴァージョン）、またはその別の形態で入

手可能である場合（例えば、同一の著作物のデジタル形式および印刷形式）、当該著作物ま

たは他の保護対象物は、商業的に入手できないとみなされてはならない。逆に、特に、他言

語ヴァージョンまたは文学の著作物の視聴覚著作物への翻案といった、翻案の商業的な入

手可能性は、著作物または他の保護対象物を当該言語において商業的に入手不可能とみな

すことを妨げるものではない。公開および頒布の方法に関し、さまざまな種類の著作物また

は他の保護対象物の特性を考慮するために、かつ、当該体制の利用を促進するために、例え

ば、著作物または他の保護対象物が最初に商業的に入手可能になってから一定の時間が経

過しているという要件のような、当該ライセンス付与体制を具体的に適用するため、特別な

手続きと要件が規定すべきであろう。加盟国は、当該要件および手続きを規定する場合、権

利者、文化遺産機関、および集中管理団体と協議することが適切である。 

（38）著作物または他の保護対象物が商業的に入手できないかどうかを判断する場合、特定

の著作物もしくは他の保護対象物の特性、または特定の著作物もしくは他の保護対象物全

体の特性を考慮し、通常の商業流通経路において公衆に利用可能であることを査定するた

めの合理的な努力が要求される。加盟国は、当該合理的な努力を行う責任を誰に負担させる
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かについて、自由に決定できなければならない。合理的な努力は、時間の経過に応じて反復

して行われることを要するものではないが、通常の商業流通経路における著作物または他

の保護対象物の将来的な利用可能性について、容易にアクセス可能なあらゆる証拠を考慮

することを要するものでなければならない。著作物ごとの評価は、関係する情報の入手可能

性、商業的入手可能性の確実性、および想定される取引費用を考慮し、それが合理的である

と判断される場合にのみ、必要とされなければならない。著作物または他の保護対象物の利

用可能性の検証は、例えば、文学の著作物が他の加盟国において特定の言語版で最初に公表

された、という容易に入手可能な情報が存在する場合のように、国境を越える検証が合理的

であると判断されない限り、通常、文化遺産機関が設立された加盟国において行われなけれ

ばならない。多くの場合、著作物または他の保護対象物全体が商業的に入手不可能であると

いう状況は、サンプリングのような比例的手法により決定され得る。例えば、中古品店にお

ける入手可能性のような、著作物または他の保護対象物の限定的な入手可能性、または著作

物または他の保護対象物のライセンスを取得しうる理論的な可能性は、通常の商業流通経

路における著作物または他の保護対象の公衆に対する利用可能性とみなされてはならない。 

（39）国際的礼譲の理由により、商業的に入手できない著作物または他の保護対象物のデジ

タル化および普及に関する本指令に規定するライセンス付与体制および例外または制限は、

例えば代表契約を通じ、関係する集中管理団体が、問題となる第三国を十分に代表するもの

でない限り、商業的に入手できない著作物または他の保護対象物の全体が主に第三国の著

作物または他の保護対象物から構成されると推定しうる入手可能な証拠がある場合、商業

的に入手できない著作物または他の保護対象物の全体に適用されるものであってはならな

い。さらなる証拠を探す必要なく、当該評価は、著作物または他の保護対象物が商業的に入

手できないかどうかを決定するために合理的な努力がなされた後に、入手可能な証拠に基

づくことができる。商業的に入手できない著作物または他の保護対象物の由来の著作物ご

との評価は、当該著作物が商業的に利用可能かどうかを決定することに向けられた合理的

な努力がなされるためにも、それが必要となる範囲においてのみ、要求されるものでなけれ

ばならない。 

（40）契約当事者である文化遺産機関および集中管理団体は、ライセンスの地理的適用範囲

について、加盟国全体に拡張する可能性、ライセンス料および許諾された使用を含め、引き

続き自由に合意できなければならない。当該ライセンスの対象となる使用は、営利目的を有

するものであってはならず、これには、例えば、展覧会の宣伝素材のように、文化遺産機関

が複製物を頒布する場合を含む。同時に、文化遺産機関のコレクションのデジタル化には多

大な投資を必要とする可能性があることを考慮すると、本指令に定める体制に基づいて与

えられるすべての許諾は、文化遺産機関が、ライセンスの費用ならびにライセンスの対象と

なる著作物または他の保護対象物のデジタル化および普及の費用をカバーすることを妨げ

ないようにすべきである。 
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（41）本指令に基づく文化遺産機関による商業的に入手できない著作物または他の保護対

象物の現在および将来の使用に関する情報、およびすべての権利者についてライセンスの

適用または著作物もしくは他の保護対象物に対する制限もしくは例外の適用を除外するこ

とができる発効中の合意に関する情報は、適宜、ライセンスまたは例外もしくは制限に基づ

く関係する使用を行う前および使用中の双方において、適切に公表されなければならない。

当該公表は、域内市場において国境を越えた使用が含まれる場合に、特に重要である。した

がって、使用前の合理的な段階で、当該情報が公衆に利用可能となるよう、公衆がアクセス

可能な欧州連合のための単一のインターネットポータルサイトの創設を規定することが適

切である。当該ポータルサイトにより、権利者は、ライセンスの適用または例外もしくは制

限の適用から、著作物または他の保護対象物をより容易に除外できるようになる。欧州議会

および欧州理事会規則（EU）No 386/2012（11）11に基づき、欧州知的所有権庁は、固有の予

算措置による財源を得て、知的財産権の侵害の防止を含む、知的財産権侵害に対抗する国内

の当局、民間部門および欧州連合機関の活動を促進しおよび支援するための、特定の任務お

よび活動が課せられる。したがって、当該情報を利用可能にするポータルサイトの創設およ

び管理を、欧州知的所有権庁に委ねることが適切である。 

ポータルサイトにより情報を利用可能とすることに加え、例えば、より広く公衆に行き渡る

よう追加的なコミュニケーションチャンネルを使用するなど、関係する権利者のこの点に

関する認識を高めるため、場合に応じて、さらなる適切な公表措置を講じることが必要とな

る場合もあり得る。追加的な公表措置の必要性、性質および地理的適用範囲は、関連する商

業的に入手できない著作物または他の保護対象物の特性、ライセンスの条件または例外も

しくは制限に基づく使用の種類、および加盟国における既存の実務慣行により、決定される。

公表措置は、各権利者に個別に通知する必要はないが、効果的でなければならない。 

（42）商業的に入手できない著作物または他の保護対象物のために本指令によって設けら

れたライセンス付与体制が、妥当であり、かつ適切に機能すること、権利者が充分に保護さ

れること、ライセンスが適切に公表されること、および、集中管理団体の代表性および著作

物の分類に関する法的な確実性が確保されることの各事項を保証するために、加盟国は、利

害当事者間における分野ごとの意見交換を奨励しなければならない。 

（43）文化遺産機関のコレクション内に恒久的に存在する商業的に入手できない著作物ま

たは他の保護対象物に対する権利の集中許諾を促進するために本指令に定める措置は、関

係する著作物または他の保護対象物の商業的に入手できない状態に基づいて当該許諾が付

与されるものでない場合、EU 法に定める例外または制限のもとにおいて、または拡大効を

 
11 知的財産権の側面に関する業務、特に知的財産権の侵害に対する欧州観測所における公

的および私的部門の代表者会議を、欧州連合（商標、意匠）知的財産庁に委ねることに関

する 2012年 4月 19日欧州議会および理事会規則(EU) No 386/2012（欧州連合官報法令

OJ L 129, 16.5.2012, p. 1) 
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有する他のライセンスのもとにおいて、当該著作物または他の保護対象物の使用を害する

ものであってはならない。また、当該措置は、集中管理団体と文化遺産機関以外の利用者と

の間に締結されるライセンスに基づく、商業的に入手できない著作物または他の保護対象

物の使用に関する国内の制度を害するものであってはならない。 

（44）拡大効を有する集中許諾手続きは、権利者が集中管理団体に許諾したかどうかを問わ

ず、集中管理団体が、権利者の名において、集中許諾を付与する者として、ライセンスを付

与することを認める。拡大集中許諾、法的委任、代理権の推定などの手続きに基づいて構築

される制度は、複数の加盟国において確立された実務であり、さまざまな分野において用い

ることができる。すべての当事者のために著作権の枠組みが機能するには、著作物または他

の保護対象物のライセンス付与のための、比例的で法的な手続きを利用できることが必要

である。したがって、加盟国は、指令 2014/26/EUに従って、集中管理団体に対し、特定の

種類の使用のために潜在的な多数の著作物または他の保護対象物をカバーするライセンス

を提供すること、および、当該ライセンスから生じる収入を権利者に分配することを認める

という解決策に依ることができる。 

（45）一部の利用の性質、および関連する著作物または他の保護対象物が通常は多数になる

ことを考慮すれば、関係する各権利者のもとで個別に権利をクリアランスする取引費用は、

手が出せないほど高くつくことになる。その結果、効果的な集中許諾制度がなければ、当該

著作物または他の保護対象物の使用を可能にするために必要とされる、関係する分野にお

けるすべての取引が、実現することはありえそうにない。集中管理団体および同様の制度に

よる拡大集中許諾は、権利者による許諾に基づく集中許諾が、利用されるすべての著作物ま

たは他の保護対象物を包括する網羅的な解決策とならない分野において、契約締結を可能

とする。このような制度は、特定の場合に利用者に対し完全な法的安全を提供することによ

り、権利者による個別の許諾に基づく権利の集中管理を補完する。同時に、当該制度は、権

利者に対し、その著作物の適法な使用から利益を得る機会を与える。 

（46）デジタル時代において、柔軟なライセンススキームの提供を可能とすることの重要性

が増大し、かつ、そのようなスキームの利用が増加していることに直面すると、加盟国は、

すべての権利者が関係する集中管理団体にライセンス契約の締結を承諾したかどうかに関

係なく、集中管理団体が任意にライセンス契約を締結できるライセンス付与体制を、規定で

きなければならない。加盟国は、本指令および EU法に定める保護措置ならびに欧州連合の

国際的義務に従うことを条件として、その国内の伝統、実務または状況に従って、当該制度

を維持し、かつ導入することができなければならない。EU 法に別段の定めがない限り、当

該制度の有効性は、関係する加盟国の領土内に限定されねばならない。加盟国は、当該制度

が EU法（指令 2014/26/EUに定める権利の集中管理に関する規則を含む）に従うことを条件

として、契約を締結する集中管理団体に対して許諾を与えていない権利者の権利に、著作物

または他の保護対象物に付与されたライセンスを拡張できる、特定の種類の制度を選択で
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きる柔軟性を持つことができなければならない。したがって、特に、当該制度は、指令

2014/26/EU 第 7 条が、契約を締結する団体の会員でない権利者に適用されることも、保証

するものでなければならない。当該制度は、拡大集中許諾、法的委任、代理権の推定を含み

うる。集中許諾に関する本指令の規定は、理事会指令 93/83/EEC（12）12第 3 条に定める制

度のような義務的集中管理制度または拡大効を有する他の集中許諾制度を適用する、加盟

国の既存の権限に対し、影響を与えてはならない。 

➢（47）重要となるのは、拡大効を有する集中許諾制度が、明確に定められる使用分野（そ

こでは、関係する著作物または他の保護対象物の利用の性質または種類を原因として、ライ

センス取得に必要な取引が、関係する権利者すべてをカバーするライセンスを含む取引の

ように、行われると見込めないほど、個別に権利者から許諾を得ることが、概して費用を要

し、かつ実際的でない）においてのみ、適用されることである。このような制度は、集中管

理団体の会員ではない権利者を含む、権利者の取り扱いに関して、客観的、透明かつ非差別

的基準を基礎とするものでなければならない。特に、影響を受ける権利者が、ライセンスを

求める利用者の加盟国の国民もしくは居住者でない、または当該加盟国において設立され

ていないという単なる事実は、それ自体、当該制度の使用を正当化するほど、権利の取得が、

費用を要しかつ実際的でないと考える理由にはならない。ライセンスに基づく利用が、関係

する権利の経済的価値に悪影響を及ぼすものでないこと、および権利者から重要な商業的

利益を奪うものでないことも、また重要である。 

➢(48) 加盟国は、ライセンスを提供する団体に委任していない権利者の正当な利益を保護

するために適切な保護措置が導入されていること、および当該保護措置が差別なく適用さ

れることを、保証しなければならない。特に、制度の拡大効を正当化するために、当該集中

管理団体は、権利者からの許諾に基づき、著作物または他の保護対象物の種類およびライセ

ンスの対象となる権利を十分に代表しなければならない。加盟国は、集中管理団体が管理す

る権利の種類、効果的に権利を管理する集中管理団体の能力、当該団体が扱う創作の分野、

および、当該団体が、指令 2014/26/EUに従って、関係する種類の使用のライセンスを付与

できる権限を与えた関係する種類の著作物または他の保護対象物の権利者の相当数をカバ

ーしているかどうか、という各事実を考慮して、当該集中管理団体が、十分に代表するとみ

なされるとの条件を満たすための要件を決定しなければならない。法的安全および上記制

度の信用性を確保するため、加盟国は、ライセンス契約によって許諾された利用について誰

が法的責任を負うかについて、決定することが認められるべきである。特に、ライセンスの

付与および報酬の分配に関する情報へのアクセスに関する事項を含め、ライセンスに基づ

きその著作物が利用されるすべての権利者に対し、平等な取り扱いが保証されなければな

 
12 衛星放送およびケーブル再送信に対して著作権および著作隣接権の特定の規定の調整に

関する 1993年 9月 27日理事会指令 93/83/EEC（欧州連合官報法令 OJ L 248, 6.10.1993, 

p. 15） 
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らない。公表措置は、ライセンス期間を通じて有効なものでなければならず、かつ、利用者、

集中管理団体、または権利者に不釣り合いな管理上の負担を生じさせるものであってはな

らず、また、各権利者に個別に通知することは必要ではない。 

権利者がその著作物の管理を容易に回復できるようにし、その利益を害するその著作物の

あらゆる使用を中止できることを保証するために、ライセンス契約締結前およびライセン

ス期間中を含む、その著作物または他の保護対象物の利用全体、および著作物または他の保

護対象物全体のために、または特定の使用および特定の著作物または他の保護対象物のた

めに、著作物または他の保護対象物に対する当該制度の適用を除外する効果的な機会を、権

利者が与えられることが不可欠である。このような場合、継続中の使用は合理的な期間内に

終了されなければならない。権利者による当該除外は、ライセンスによる著作物または他の

保護対象物の実際の使用に対する報酬の請求に影響を与えてはならない。加盟国は、また、

権利者を保護するため、追加的措置が適切であることを決定できなければならない。当該追

加的措置は、当該制度および権利者が当該制度からその著作物または他の保護対象物除外

することのできる選択肢があることを知らせるため、例えば、集中管理団体と域内における

利害関係を有する他の当事者との間の情報交換を奨励することを含み得る。 

➢（49）加盟国は、拡大効を有する集中許諾制度の適用の結果として許諾されるすべてライ

センスの目的および適用範囲、ならびに可能となる使用が、法律において、または、基礎と

なる法律が一般規定である場合には、当該一般規定から生じる適用されるライセンス実務

または許諾されたライセンス契約において、常に注意深くかつ明確に、定められていること

を保証しなければならない。さらに、当該制度に基づいてライセンスを運用することができ

る能力は、指令 2014/26/EUを国内法化した国内法に基づく集中管理団体に限定されるべき

である。 

（50）加盟国全体に拡大効を有する集中許諾制度に関連するさまざまな伝統と経験がある

こと、および権利者の国籍または居住する加盟国とは関係なく権利者に対してそれらが適

用される可能性を考慮すると、当該制度の具体的機能（特に、権利者のための保護措置の有

効性。当該制度の利用可能性、集中管理団体の会員でない権利者または他の加盟国の国民で

ある権利者もしくは他の加盟国に居住している権利者に与える影響、および、域内市場にお

いて当該メカニズムに国境を越える効果を与えるための規則を定める潜在的必要性を含む、

国境を越えるサービス提供への影響）について、欧州連合レベルでの意見交換および透明性

を確保することが重要である。透明性を確保するため、欧州委員会は、本指令に基づく当該

制度の使用に関する情報を、定期的に公表しなければならない。したがって、当該制度を導

入した加盟国は、欧州委員会に対し、関連する国内規定およびその実際の適用（特に、一般

規定に基づき導入されたライセンスの適用範囲と種類、ライセンスの拡張、および関係する

集中管理団体）について、通知しなければならない。これらの情報は、指令 2001/29/EC第

12 条第 3 項により設置された連絡委員会において加盟国と討議されなければならない。欧
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州委員会は、欧州連合における当該制度の利用ならびにライセンス付与および権利者に対

する当該制度の影響、文化的なコンテンツの普及、著作権および著作隣接権の集中管理の分

野における国境を越えるサービス提供、および競争への影響に関する報告書を公表しなけ

ればならない。 

（51）ビデオオンデマンドサービスは、欧州連合全体における視聴覚著作物の普及に決定的

な役割を果たしうる。しかし、当該著作物、特に、欧州の著作物のビデオオンデマンドサー

ビスにおける利用可能性は、制限されたままである。当該著作物のオンラインにおける利用

に関する契約は、権利のライセンスに関する問題が原因となり、締結が困難となっている可

能性がある。当該問題は、例えば、特定の地域の権利者が著作物のオンライン利用に対する

経済的なインセンティブが低く、ライセンスを付与しないかまたはオンラインでの権利を

留保している場合に生じ得、これによりビデオオンデマンドサービスにおいて視聴覚著作

物を利用できないという結果をもたらし得る。その他の問題は、利用の窓口に関連している

可能性がある。 

（52）ビデオオンデマンドサービスに対する視聴覚著作物の権利のライセンスを促進する

ために、加盟国は、契約の締結を希望する当事者が、公平な組織または 1人もしくは複数の

調停人の支援をうけることができるよう、交渉手続きを規定することが義務づけられるべ

きである。その目的のために、加盟国は、本指令に定める条件を満たす新たな組織を設立す

るか、既存の同様の組織に委ねることが可能でなければならない。加盟国は、管轄を有する

一もしくは複数の組織または調停人を指定できなければならない。その組織または調停人

は、当事者と会合し、専門的、公平かつ外部からの助言を提供することによって、交渉を支

援しなければならない。異なる加盟国の当事者が交渉に関与する場合、および当該当事者が

交渉手続きに委ねることを決定した場合、当事者は、管轄を有する加盟国について、事前に

合意しなければならない。当該組織または調停人は、交渉の開始を促進するために、または

交渉の過程において契約の締結を促進するために、当事者と会合することができる。当該交

渉手続きへの参加およびその後の契約の締結は任意であり、当事者の契約の自由に影響を

与えてはならない。加盟国は、交渉支援のスケジュール（日程）および期間ならびに費用負

担を含む、交渉手続きの具体的な作用について自由に決定できなければならない。加盟国は、

交渉手続きの有効性を確保するために、管理上および財政上の負担が比例的であるよう、留

意しなければならない。加盟国への義務ではないが、加盟国は代表機関同士の意見交換を奨

励しなければならない。 

（53）著作物の保護期間の終了は、当該著作物が公有となり、当該著作物に関して EU著作

権法が定める権利が終了することを意味する。ビジュアルアートの分野においては、公有と

なった著作物の忠実な複製の流通は、文化および文化の促進へのアクセス、ならびに文化遺

産へのアクセスに貢献する。デジタル環境における、著作権または隣接権によるこれらの複

製物の保護は、著作物に対する著作権による保護の終了と一貫しない。さらに、当該複製物
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の保護を定める著作権分野における国内法の違いは、法的不安定を生じさせ、公有となった

ビジュアルアート作品の国境を越える普及に影響を与える。したがって、公有となったビジ

ュアルアート作品の特定の複製物は、著作権および隣接権によって保護されるべきではな

い。これらすべては、ハガキのような複製物を文化遺産機関が販売することを妨げてはなら

ない。 

（54）質の高い報道と市民の情報へのアクセスを確保するためには、自由かつ多元的な報道

が不可欠である。それは、公の言論および民主主義社会の機能に対し、基本的に寄与する。

報道出版物をオンラインで広く利用可能とすることは、ニュースアグリゲーターまたはメ

ディアモニタリングサービスのような新たなオンラインサービスを生じさせ、そのため、報

道出版物の再利用は、そのビジネスモデルの重要な一部を構成し、かつ、収入源となる。報

道出版物の出版者は、この種のサービスプロバイダに対し、その出版物のオンライン利用に

関するライセンスを付与する困難に直面し、それは報道出版物の出版者が投資を回収する

ことを困難にする。報道出版物の出版者は権利者として認められていないため、デジタル環

境における情報社会サービスプロバイダによるオンライン利用に関し、報道出版物の権利

のライセンスおよび当該権利の遵守は、多くの場合、複雑かつ非効果的である。 

（55）報道出版物の製作における出版者の組織的および財政的寄与は、出版業界の持続可能

性を確保し、これにより信頼しうる情報の利用可能性を高めるために、認識され、さらには

促進されなければならない。したがって、利用者が報道出版物をオンラインで共有する場合

を含め、個人の利用者による報道出版物の私的または非商業的使用に適用される著作権分

野における EU法の既存の規定を害することなく、情報社会サービスプロバイダによるオン

ライン利用に関して、報道出版物の調和的な法的保護を、欧州連合レベルで保証する必要が

ある。当該保護は、欧州議会および欧州理事会指令（EU）2015/1535 の意味（13）13におけ

る情報社会サービスプロバイダによるオンライン利用に関して、加盟国内で設立された出

版者の報道出版物を複製しかつ公衆に利用可能にする著作隣接権を、EU 法に導入すること

によって、効果的に保証されなければならない。本指令に定める報道出版物の法的保護は、

加盟国内で設立され、および欧州連合域内に所在地の登録があるか、主たる管理事務所があ

るか、または主たる事業所がある出版者が享受する。 

報道出版物の出版者の概念は、出版者が本指令の意味における報道出版物を発行する場合、

報道出版者または報道通信社のようなサービス提供者を含むものとして理解されなければ

ならない。 

（56）本指令の目的で、報道出版の概念は、EU 法に基づくサービス提供を構成する経済活

動状況において、紙を含むあらゆる媒体で発行された報道出版物のみを対象とするように、

 
13 情報社会サービスに関する技術的規則または規定の分野における情報手続を定める 2015

年 9月 9日欧州議会および理事会指令(EU) 2015/1535（欧州連合官報法令 OJ L 241, 

17.9.2015, p. 1) 
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定義される必要がある。対象となる報道出版物には、例えば、日刊新聞、週刊または月刊の

一般誌または専門誌（定期購読型の雑誌を含む）、および情報ウェブサイトが含まれる。報

道出版物には、主に文学の著作物が含まれるが、同様に、特に写真やビデオのような他の種

類の著作物または他の保護対象物もますます含まれるようになっている。学術専門誌のよ

うな、学術または高等教育機関での研究目的で発行された定期刊行物は、本指令に基づき報

道出版物に認められる保護の対象に含まれない。当該保護は、報道出版者のようにサービス

提供者の発意、ならびにその編集責任および管理下で行なわれるものではない活動の一部

として情報を提供するブログのようなウェブサイトにも適用されない。 

(57）本指令に基づき報道出版物の出版者に与えられる権利は、情報社会サービスプロバイ

ダによるオンライン利用に関する限り、指令 2001/29/ECに定める複製権および公衆に利用

可能とする権利と同じ適用範囲を有するものでなければならない。報道出版物の出版者に

与えられた権利は、ハイパーリンクを張る行為には及ばない。当該権利は、また、報道出版

物において伝達される単なる事実に及ぶものではない。本指令に基づき報道出版物の出版

者に与えられる権利には、指令 2001/29/ECに定める例外および制限に関する規定と同じ規

定が適用されなければならず、これには、当該指令の第 5条第 3項（d）に定める批評また

はレビューの目的による引用の場合の例外も含まれる。 

（58）情報社会サービスプロバイダによる報道出版物の利用は、出版物または記事全体の使

用だけでなく、報道出版物の一部の使用によっても構成されうる。報道出版物の一部の当該

使用もまた、経済的重要性を有している。同時に、情報社会サービスプロバイダによる個々

の言葉の使用または報道出版物の極めて短い抜粋による使用は、報道出版物の発行者がコ

ンテンツ製作において行った投資を損なうものではない。したがって、個々の言葉の使用ま

たは報道出版物の極めて短い抜粋による使用は、本指令に定める権利の適用範囲にいれる

べきでないと規定することが適切である。情報社会サービスプロバイダによる報道出版物

の大量の集約および使用を考慮すると、極めて短い抜粋の除外は、本指令に定める権利の有

効性に影響を与えないように解釈されることが重要である。 

(59）本指令に基づき報道出版物の出版者に与えられる保護は、著作物または他の保護対象

物が組み込まれた報道出版物から独立して、著作者および他の権利者が著作物または他の

保護対象物を利用できる範囲に関するものも含め、当該出版物に組み込まれた著作物また

は他の保護対象物に対する著作者および他の権利者の権利を害するものであってはならな

い。したがって、報道出版物の出版者は、著作者および他の権利者に対しても、同じ著作物

または他の保護対象物の許諾に基づく他の利用者に対しても、本指令に基づき出版者に与

えられる保護を援用しうるものであってはならない。それは、一方では、報道出版物の出版

者と、他方では、著作者および他の権利者との間で締結された、契約上の合意を害するもの

であってはならない。報道出版物に組み込まれた著作物の著作者は、情報社会サービスプロ

バイダによるその報道出版物の使用に対し、報道出版者が受領する収入の適切な一部に対
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する権利を有しなければならない。当該権利は、国内法が EU法を遵守することを条件とし

て、雇用契約の枠内における権利の所有または権利の行使に関する国内法を害するもので

あってはならない。 

（60）報道出版物、書籍、学術出版物、音楽出版物の出版者を含む出版者は、多くの場合、

契約上の合意または規約による著作権の移転を基礎とする処理を行っている。当該状況に

おいて、出版者は、その出版物に含まれる著作物の利用を目的として投資を行うが、ある場

合に、当該著作物が、加盟国における複写複製に対応する既存の国内体制または公貸権の体

制に付随するものを含む、私的複製または複写複製に関する例外または制限のような、例外

または制限の枠内において著作物が用いられる場合には、収入を奪われる可能性がある。い

くつかの加盟国においては、当該例外または制限に基づく使用に対して定められた補償が、

著作者と出版社との間で分配される。この状況を考慮し、かつ関係するすべての当事者の法

的安全を改善するため、本指令は、著作者と出版社との間で補償を分配する既存の体制を有

する加盟国が、当該体制を維持することを認める。これは、たとえ他の加盟国において、そ

の国内文化政策に従って、補償が分配されず、補償が著作者に対してのみ与えられるもので

あるとしても、2015 年 11 月 12 日より前に当該補償分配体制を有していた加盟国にとって

特に重要である。本指令は、確かに、すべての加盟国内において非差別的方法により適用さ

れるものでなければならないが、同時に、指令は当該分野における伝統を尊重しなければな

らず、かつ、現在当該補償分配体制を導入していない加盟国に対し、その導入を義務づける

べきではない。本指令は、公貸権の枠内における報酬に関する加盟国の既存または将来の措

置に対し、影響を与えてはならない。 

本指令は、また、EU 法に従うことを条件として、権利の管理および報酬に対する権利に関

する国内の措置に対し、影響を与えてはならない。著作者が出版者に対しその権利を譲渡も

しくはライセンスした場合、またはその他出版物に著作物を寄稿した場合において、著作者

と出版者とを共に代表する集中管理団体が仲介する場合を含め、例外または制限により著

作物に生じる損害を補償するための体制が存在する場合、すべての加盟国は、当該出版者が

当該報酬の一部を分配される権利があることを、義務的ではないが、規定することが認めら

れなければならない。加盟国は、出版者が補償または報酬の請求を実際に行う方法を引き続

き自由に決定し、かつ、その国内体制に従って、著作者と出版者との間で、当該補償または

報酬を分配する条件を引き続き自由に決定するものでなければならない。 

（61）近年、オンラインコンテンツ市場の機能は、複雑さが増している。利用者がアップロ

ードした著作権で保護される大量のコンテンツに対してアクセスを提供するオンラインコ

ンテンツ共有サービスは、オンラインによるコンテンツに対するアクセスへの主たる発信

源となった。オンラインサービスは、文化的および創作的な著作物へのより広いアクセスを

提供する手段の一つを構成し、文化的および創造的産業に対し、新しいビジネスモデルを展

開する大きな機会を提供する。しかし、たとえそのサービスが多様性を認めるものであり、
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コンテンツへのアクセスを容易にするとしても、著作権で保護されるコンテンツが権利者

の事前の許諾なくアップロードされる場合、当該サービスは問題を生じさせることになる。

当該サービスのプロバイダが、著作権に関係する行為を行っているかどうかに関し、さらに、

EU 法に定める例外および制限の適用を害することなく、アップロードされたコンテンツに

対して問題となる権利を有しないサービスの利用者によってアップロードされたコンテン

ツについて、権利者から許諾を得る必要があるかどうかに関し、法的不安定が存在する。当

該法的不安定は、その著作物または他の保護対象物が使用されているかどうか、およびどの

ような条件で使用されるかを決定する権利者の権限、ならびに当該使用の対価として適切

な報酬を得る権利者の権限に影響を与える。したがって、権利者とオンラインコンテンツ共

有サービスプロバイダとの間のライセンス市場の発展を促進することが重要である。当該

ライセンス契約は、公平であり、かつ、両当事者間の合理的な衡平を保つものでなければな

らない。権利者は、著作物または他の保護対象物の使用に対して、適切な報酬を受け取るこ

とができなければならない。しかし、契約の自由は、当該措置によって害されるものであっ

てはならないことから、権利者は、許諾を与える義務も、ライセンス契約を締結する義務も

負うものではない。 

（62）特定の情報社会サービスは、その通常の使用の枠内において、利用者がアップロード

した著作権で保護されるコンテンツまたは他の保護対象物へのアクセスを公衆に提供する

ために設計されている。本指令に定めるオンラインコンテンツ共有サービスプロバイダの

定義は、同一の視聴者のためのオンラインの視聴覚ストリーミングサービスのような、他の

オンラインコンテンツサービスと競合することにより、オンラインコンテンツ市場におい

て重要な役割を果たすオンラインサービスのみを対象としなければならない。本指令が対

象とするサービスは、著作権で保護される大量のコンテンツを分類し、コンテンツ内におい

てターゲット広告を行うことも含む、より多くの公衆を惹きつけるため、当該コンテンツを

分類し、宣伝することによって、直接的または間接的にそれにより利益を得る目的で、著作

権で保護される大量のコンテンツを蓄積し、利用者がアップロードすることを可能とし、共

有できるようにすることを、主な目的または主な目的の一つとするサービスである。当該サ

ービスには、その活動から利益を得る目的で、利用者が著作権で保護される大量のコンテン

ツをアップロードしかつ共有できるようにすること以外の目的を、主たる目的とするサー

ビスを含むものであってはならない。当該サービスには、例えば、欧州議会および欧州理事

会の指令（EU）2018/1972（14）14の意味における電子通信サービス、BtoB のクラウドサー

ビスプロバイダ、およびサイバーロッカータイプのオンラインのファイル蓄積サイトのよ

うな利用者が自己使用目的でコンテンツをアップロードできるクラウドサービス、または、

 
14 欧州電子通信コードを創設する 2018年 12月 11日欧州議会および理事会指令(EU) 

2018/1972（欧州連合官報法令 OJ L 321, 17.12.2018, p. 36） 
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主な活動をオンラインでの小売とし、かつ著作権で保護されるコンテンツへのアクセスを

与えるものではないオンラインマーケットプレイスを含む。 

オープンソースソフトウェア開発および共有プラットフォーム、非営利の学術または教育

リポジトリ、非営利のオンライン百科事典のようなサービスの提供者も、オンラインコンテ

ンツ共有サービスプロバイダの定義から除外しなければならない。最後に、著作権による高

度の保護を保証するため、本指令に定める免責の体制は、著作権侵害を行いまたは促進する

ことを主な目的とするサービスプロバイダに対して適用してはならない。 

（63）オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダが著作権により保護される大量のコ

ンテンツを蓄積しおよびアクセスを提供するかどうかは、ケースバイケースで、例えば、サ

ービスの視聴者層およびサービスの利用者がアップロードした著作権により保護されるコ

ンテンツのファイル数などの要素の組み合わせを考慮して、評価されなければならない。 

（64）オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダが、利用者によってアップロードされ

た著作権により保護される著作物または他の保護対象物へのアクセスを公衆に提供する場

合に、オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダが、公衆への伝達行為または公衆に利

用可能とする行為を行うものであることを、本指令において明確にすることが適切である。

したがって、オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダは、関係する権利者から、特に、

ライセンス契約の方法により、許諾を得なければならない。これは、EU 法に基づく場合の

ほかに、公衆への伝達または公衆に利用可能とすることの概念に影響を与えるものではな

く、また、著作権で保護されるコンテンツを使用する他のサービス提供者に対し、指令

2001/29/EC第 3条第 1項および第 2項を適用する可能性にも影響を与えない。 

（65）オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダが、本指令に定める条件に基づき、公

衆への伝達行為または公衆へ利用可能とする行為に対して責任を負う場合、指令

2000/31/EC第 14条第 1項は、オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダによる保護さ

れるコンテンツの使用について本指令の規定から生じる責任に対し、適用されない。これは、

本指令の適用範囲外の目的のために、当該サービスプロバイダに対し、指令 2000/31/EC第

14条第 1項を適用することに、影響を与えてはならない。 

(66) オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダが、自らアップロードしたものではな

く、利用者によってアップロードされたコンテンツへのアクセスを提供するとの事実を考

慮し、いかなる許諾もない場合のために、本指令の目的で、特別の責任体制を規定すること

が適切である。これは、著作権侵害に対する責任以外の場合における国内法に基づく救済措

置、および国内の裁判所または行政当局が EU法に従って差止めを命じる可能性を、害する

ものであってはならない。特に、年間売上高が 1,000万ユーロ未満であり、かつ、欧州連合

内での月間ユニークビジター数の平均が 500 万を超えない新たなオンラインコンテンツ共

有サービスプロバイダに対して適用される特別の体制は、EU 法および国内法に基づく救済
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措置の利用可能性に影響を与えてはならない。サービスプロバイダに何ら許諾が与えられ

ていない場合、サービスプロバイダは、関係する権利者が特定した無許諾の著作物または他

の保護対象物が、そのサービスにおいて利用可能とされないよう、専門家としての注意に求

められる高度の業界水準に従って、最善の努力をしなければならない。この目的のため、権

利者は、複数の要素のなかでもとりわけ、権利者の規模およびその著作物または他の保護対

象物の種類を要素として考慮しつつ、関係する必要な情報を、サービスプロバイダに提供し

なければならない。オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダが権利者と協力して講

じる措置は、著作権を侵害しないコンテンツの利用可能性を妨げる結果となるものであっ

てはならず、そのコンテンツには、その使用が、ライセンス契約、または著作権および隣接

権に対する例外もしくは制限に含まれる著作物または他の保護対象物を含む。したがって、

当該サービスプロバイダが講じる措置は、当該サービスに関する情報を合法的にアップロ

ードしかつ合法的にそれにアクセスするためにオンラインコンテンツ共有サービスを使用

する利用者に対し、影響を与えてはならない。 

加えて、本指令に定める義務は、加盟国に対し、一般的監視義務を課すことを促すものでは

ない。オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダが専門家としての注意に求められる

高度の業界水準に従って最善の努力を行ったかどうか決定するための評価の際は、サービ

スプロバイダが、関係するすべての要素および動向、および比例原則に照らし、採用した措

置の業界水準および有効性を考慮し、そのウェブサイトにおいて無許諾の著作物または他

の保護対象物が利用可能とならないよう、迅速な操作者によりとりうるあらゆる措置を講

じたかどうかを、考慮すべきである。当該評価の目的のために、サービスの規模、さまざま

な種類のコンテンツが利用可能とされないよう、潜在的な将来の発展を含む、既存の手段に

関する進化中の最高水準、サービスのための当該手段の費用など、いくつかの要素を検討し

なければならない。著作権により保護される無許諾のコンテンツが利用可能とならないよ

うにするさまざまな手段が、コンテンツの種類に従って、適切かつ比例的であり得、したが

って、特定の場合には、権利者の通知によってのみ、無許諾のコンテンツが利用可能となる

ことを回避できる可能性があることを排除することはできない。サービスプロバイダが講

じる措置は、追求する目的に関して効果的でなければならないが、無許諾の著作物または他

の保護対象物が利用可能となることを回避しかつそれを停止させるという目的を達成する

ために、必要な範囲を超えてはならない。 

本指令が要求するように、権利者と協力して行った最善の努力にもかかわらず、無許諾の著

作物または他の保護対象物が利用可能とされた場合、オンラインコンテンツ共有サービス

プロバイダは、専門家としての注意に求められる高度の業界水準に従って、当該状況を回避

するために最善の努力をしたことを証明しない限り、権利者から関係する必要な情報を受

領した特定の著作物または他の保護対象物に関し、責任を負わねばならない。さらに、当該

状況を回避するため最善の努力がなされたかどうかに関係なく、さらに権利者が関連する
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必要な情報を事前に提供しているかどうかに関係なく、これらを含め、特定の無許諾の著作

物または他の保護対象物がオンラインコンテンツ共有サービスで利用可能とされた場合、

オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダは、十分に理由を示した通知を受領した後

直ちに、通知された著作物または他の保護対象物へのアクセスを不可能にするため、または

そのウェブサイトからそれらを削除するために、迅速に対応しなかった場合、著作物または

他の保護対象物の許諾のない公衆への伝達行為に対し、責任を負わなければならない。さら

に、当該オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダは、許諾のない特定の著作物または

他の保護対象物が将来アップロードされないようにするため、権利者から提供された関係

する必要な情報に基づき、許諾のない特定の著作物または他の保護対象物が将来アップロ

ードされないよう、最善の努力をしたことを証明できない場合にも、責任を負わなければな

らない。 

権利者がオンラインコンテンツ共有サービスプロバイダに対し特定の著作物または他の保

護対象物に関する関係する必要な情報を提供しない場合、または権利者が許諾のない特定

の著作物もしくは他の保護対象物へのアクセスを不可能にするか、または当該著作物もし

くは他の保護対象物を削除することに関する通知をしない場合において、その結果として、

当該サービスプロバイダが、専門家としての注意に求められる高度の業界水準に従って、そ

のサービスにおいて無許諾のコンテンツが利用可能とされることを回避するために最善の

努力をすることができない場合、当該サービスプロバイダは、識別されない当該著作物また

は他の保護対象物を無許諾で公衆へ伝達する行為または公衆へ利用可能とする行為につい

て、責任を負わない。 

（67）指令 2014/26/EU第 16条第 2項に定めるところと同様、本指令は、新たなオンライン

サービスに関する規制を定める。本指令に定める規制は、新たなビジネスモデルを発展させ

るために利用者によってアップロードされたコンテンツを利用して活動する、スタートア

ップの企業の特定の状況を考慮することを意図している。視聴者が限られ売上高が少ない

新たなサービスプロバイダに適用される特別の体制は、真に新たな企業に利益をもたらす

ものであり、したがって、欧州域内において、それらのオンラインサービスが最初に利用可

能になった後 3 年間、適用を停止しなければならない。当該体制は、当初の 3 年間を超え

て、その利益を拡大することを目的とする措置の適用によって、濫用的に用いられてはなら

ない。特に、それは、当該体制から利益を受けられなかったかまたはもはや受けられない既

存のオンラインコンテンツ共有サービスプロバイダの活動を継続する中に加えられる、新

しく創造されたサービス、または新たな名称で提供されるサービスに対して、適用されては

ならない。 

（68）オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダは、協力の中で採用された措置に関し、

権利者との関係において透明性を示さなければならない。オンラインコンテンツ共有サー

ビスプロバイダは、各種の行為を行うことができることから、権利者に対し、その要求に従
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って、行われる行為の種類およびその実行方法について、有用な情報を提供しなければなら

ない。当該情報は、オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダの営業秘密を害すること

なく、権利者に対し、十分な透明性を提供するために、十分に詳細でなければならない。し

かし、サービスプロバイダは、権利者に対し、特定された各著作物または他の保護対象物に

関し、詳細で個別化された情報を提供する責任を負うものではない。これは、サービスプロ

バイダと権利者との間で契約が締結される場合、提供される情報について、より特別な規定

を含み得る契約上の合意を害するものであってはならない。 

（69）オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダが、そのサービス利用者によってアッ

プロードされたコンテンツをそのサービスにおいて利用することに関し、特にライセンス

契約により許諾を得る場合、当該許諾は、サービスプロバイダに付与される許諾の範囲内で

利用者によってアップロードされたコンテンツに関し、著作権に関連する行為も対象とす

るものでなければならないが、それは、当該利用者が営利を目的とすることなくそのコンテ

ンツを共有する場合のように、非商業的目的で行動する場合、または当該許諾の対象となる

利用者によって行われる著作権に関係する行為に関して、利用者のアップロードによって

生じる収入が重要ではない場合に限る。権利者が、利用者に対し、オンラインコンテンツ共

有サービス上で、著作物または他の保護対象物をアップロードし、および利用可能とするこ

とを明示的に許諾した場合、サービスプロバイダの公衆への伝達行為は、権利者によって与

えられた許諾の範囲内において認められる。しかし、オンラインコンテンツ共有サービスプ

ロバイダは、その利用者が関連するすべての権利をクリアランスしたとの、いかなる推定も

享受しない。 

（70）権利者と協力してオンラインコンテンツ共有サービスプロバイダが講じる措置は、著

作権に対する例外または制限の適用、特に、利用者の表現の自由を保証する例外または制限

の適用を害するものであってはならない。利用者は、引用、批評、レビュー、風刺、パロデ

ィ、または模作の特定の目的で、利用者が生成したコンテンツをアップロードして利用可能

とすることが認められなければならない。この観点は、一方で、特に表現の自由および芸術

の自由という欧州連合基本権憲章（以下「憲章」）に定める基本的権利と、他方で、知的財

産を含む所有権との間の均衡を確保するために、特に重要である。したがって、当該例外お

よび制限は、利用者が欧州連合全体で統一的な保護を受けることを保証するために、義務的

とされなければならない。重要なことは、当該特定の目的による使用を支援するため、オン

ラインコンテンツ共有サービスプロバイダが、効果的な不服申立ておよび是正手続きを導

入することを保証することである。 

オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダは、特に、アクセスができなくなったまたは

削除されたアップロードされたコンテンツに関し、利用者が著作権の例外または制限を利

用者が享受できる場合、アップロードされたコンテンツに関し講じられた措置について、利

用者が不服を申し立てることができるよう、効果的かつ迅速な不服申立ておよび是正手続
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きを導入しなければならない。当該手続きに基づきで申し立てられた不服は、不当に遅滞す

ることなく処理されなければならず、自然人による審査の対象とされなければならない。ア

ップロードされたコンテンツへのアクセスを不可能にする、または削除するなど、権利者が、

サービスプロバイダに対し、利用者によってアップロードされたコンテンツに関し、措置を

講じるよう要求する場合、権利者は、その要求を十分に正当化しなければならない。さらに、

欧州議会および欧州理事会（15）15指令 2002/58/EC および欧州議会および欧州理事会規則

（EU）2016/679（16）16に従う場合を除き、協力は、個人の利用者の特定も、個人データ処

理も、もたらすものであってはならない。加盟国は、また、利用者が紛争解決のために、裁

判外の是正手続きにアクセスできるよう、保証しなければならない。当該手続きは、紛争を

公平に解決することを可能とするものでなければならない。利用者は、また、著作権および

隣接権に対する例外または制限による救済を主張するために、裁判所または他の管轄を有

する司法当局にアクセスできなければならない。 

（71）本指令の発効日後、できるだけ早く、欧州委員会は、加盟国と協力し、オンラインコ

ンテンツ共有サービスプロバイダと権利者との間の協力義務の統一的な適用を確保するた

め、および専門家としての注意に求められる適切な業界水準に従った最善の慣行を確立す

るため、利害当事者間の意見交換を組織しなければならない。欧州委員会は、当該目的で、

利用者団体や技術プロバイダを含む、関係する利害当事者と協議し、市場の発展を考慮しな

ければならない。利用者団体は、また、オンラインでコンテンツを管理するためにオンライ

ンコンテンツ共有サービスプロバイダによって実行される行為に関する情報にも、アクセ

スできなければならない。 

（72）著作者および実演家は、対価として報酬を受領する利用のため、それらが所有する企

業を通して行う場合も含め、ライセンスを付与しまたはその権利を譲渡する場合、傾向とし

て契約の立場上より弱い位置づけにあり、それら自然人は、EU 法に基づき調和した権利を

十分に享受できるよう、本指令に定める保護を必要とする。契約の相手方がエンドユーザー

として行為し、かつ、例えば特定の雇用契約における場合にあり得るが、著作物または実演

自体を利用しない場合には、この保護の必要性は存在しない。 

（73）著作者および実演家の報酬は、著作物または他の保護対象物全体に対する著作者また

は実演家の寄与、および市場慣行や著作物の実際の利用のような、当該案件の他のすべての

状況を考慮し、ライセンスされたまたは譲渡された権利の現実的または潜在的な経済的価

値に対し、適正かつ比例的でなければならない。一括払いも比例的な報酬となりうるが、そ

 
15 電気通信分野における個人データ処理およびプライバシー保護に関する 2002年 7月 12

日欧州議会および理事会指令 2002/58/EC（プライバシーと電気通信指令）（欧州連合官報

法令 OJ L 201, 31.7.2002, p. 37） 
16 個人データ処理に関する自然人の保護および当該データの自由移動に関する、ならびに

指令 95/46/EC を廃止する 2016年 4月 27日欧州議会および理事会規則(EU) 2016/679（デ

ータ保護一般規則）（欧州連合官報法令 OJ L 119, 4.5.2016, p. 1) 
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れは基本原則であってはならない。加盟国は、各分野の特性を考慮し、一括払いの金額が支

払われる特定の場合を自由に定めることができなければならない。加盟国は、当該手続きが

適用される EU法に合致するものであるかぎり、団体交渉やその他の手続きを含みうる、既

存のまたは新たに導入されるさまざまな手続きを通じて、適正かつ比例的な報酬の原則を

自由に国内法において実施できなければならない。 

（74）著作者および実演家は、EU 法に基づいて調和したそれらの権利の経済的価値を評価

するための情報が必要である。これは、自然人が、報酬を対価とする利用のために、ライセ

ンスを付与しまたは権利を譲渡する場合に、特にあてはまる。利用が停止された場合、また

は著作者もしくは実演家が、一般大衆に対し、対価としての報酬なくライセンスを付与した

場合、その必要性は存在しない。 

（75）著作者および実演家は、その権利をライセンスしまたは譲渡する場合、傾向として契

約の立場上より弱い位置づけにあるため、そのライセンスまたは譲渡の対価として受領し

た報酬との関係において、その権利の存続期間にわたる経済的価値を評価するための情報

が必要であるが、多くの場合、透明性の欠如に直面している。したがって、契約の相手方ま

たは権利の承継人が適切かつ正確な情報を共有することは、著作者および実演家の報酬を

管理する体制の透明性と衡平性にとって、重要である。当該情報は、最新のデータへアクセ

スできる現在のものであり、著作物または実演の利用に関連するものであり、かつ、適宜、

派生商品から生じる収入を含む、当該場合に関連するすべての収入源を対象とするような

完全なものでなければならない。利用が継続する限り、著作者および実演家の契約の相手方

は、それらが入手しうる全世界のあらゆる利用方法および利用から生じるすべての収入に

関する情報を、関連する分野において適切な周期で、ただし少なくとも毎年１回、提供しな

ければならない。情報は、著作者または実演家が理解しうる方法で提供されなければならず、

かつ、それは、問題となる権利の経済的価値を効果的に評価できるものでなければならない。

ただし、透明性義務は、著作権に関する権利が関係する場合にのみ適用されるべきである。

著作者および実演家が、その著作物および実演の利用に関し、継続的に情報の提供を受ける

ために必要となる、連絡先および報酬に関する情報のような、個人データ処理は、規則（EU）

2016/679第 6条第 1 項（c）に従って実行されなければならない。 

（76）権利を利用する他方当事者に対し、権利がサブライセンスによりライセンスされてい

る場合においても、利用に関する情報が著作者および実演家に対して適切に提供されるこ

とを保証するため、本指令は、著作者および実演家に対し、直接の第１の契約の相手方がそ

れらの有する情報を提供したが、当該情報が、その権利の経済的価値を評価するために十分

でない場合において、権利の利用に関する追加的な情報が提供されるよう、要求する資格を

有することを認める。当該要求は、サブライセンシーに直接的に、または著作者および実演

家の契約の相手方を通じて行われなければならない。著作者および実演家、ならびにそれら

の契約の相手方は、共有する情報を秘密として保持することに同意することができなけれ
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ばならないが、著作者および実演家は、本指令に基づく権利を行使する目的で、常に、共有

する情報を用いることができなければならない。加盟国は、EU 法に従って、著作者および

実演家に対して透明性を確保するために、さらなる措置を規定する可能性を有するものと

する。 

（77）本指令に定める透明性義務を国内法において実施する場合、加盟国は、音楽分野、視

聴覚分野、出版分野など、様々なコンテンツの分野の特性を考慮しなければならず、当該分

野ごとに特有の義務を決定するに際し、関係するすべての利害当事者が関与しなければな

らない。著作物または実演の全体に対する著作者および実演家の寄与の重要性も、適宜、考

慮されなければならない。団体交渉は、関係する利害当事者が、透明性に関する合意に達す

るための選択肢のひとつとして考慮されねばならない。当該合意は、著作者と実演家に対し、

最低限の要求と、少なくとも同じレベルの透明性か、またはより高いレベルの透明性を保証

するものでなければならない。報告の作成に関して、既存の報告実務を透明性義務に適応さ

せることができるよう、移行期間を定めることが適切である。権利者と集中管理団体、独立

の管理者、または指令 2014/26/EUを実施した国内規定に基づく他の者との間で締結された

契約に関し、これらの者や団体は、指令 2014/26/EU第 18条に基づく透明性義務に既に従っ

ているため、透明性義務を適用することは必要ではない。指令 2014/26/EU第 18条は、複数

の権利者を代理して、権利者の集団的利益のために、著作権または著作隣接権を管理する者

に適用される。しかし、権利者と自らの固有の利益のために行動する契約の相手方のうちの

ある者との間で締結される個別に交渉された契約は、本指令に定める透明性義務に従わな

ければならない。 

（78）欧州連合レベルで調和した権利の利用に関する特定の契約は、長期間に亘るものであ

り、権利の経済的価値が当初の見込額より著しく高いことが判明した場合においても、著作

者および実演家が契約の相手方またはその権利の承継人との間で再交渉する機会をほとん

ど与えていない。したがって、加盟国において契約に適用される法を害することなく、ライ

センスまたは権利の譲渡に基づき当初合意された報酬が、著作者または実演家の契約の相

手方による著作物または実演の固定の後の利用から生じる関係する収入と比較し、明らか

に著しく低いと判明した場合に関して、報酬調整手続きを規定することが適切である。報酬

が著しく低いかどうかを評価するために、適宜、派生商品から生じる収入を含む、問題とな

る場合に関連するすべての収入が、考慮されなければならない。状況を評価するにあたって

は、著作者または実演家の寄与、さまざまなコンテンツの分野における特性および報酬に関

する実務、ならびに契約が団体協約に基づくかどうかを含む、それぞれのケースに特有の状

況を考慮しなければならない。EU 法を遵守した上での国内法に従って正式に委任された著

作者および実演家の代表者は、適宜、他の著作者または実演家の利益も考慮しつつ、契約調

整の要求に関し、1人または複数の著作者または実演家に対し、支援を提供しなければなら

ない。 
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それらの代表者は、可能な限り長く、代表される著作者および実演家の識別情報を守らなけ

ればならない。当事者が報酬の調整に関する合意に至らない場合、著作者または実演家は、

裁判所または他の管轄のある当局に対し、法的手続きをとる権利を有するものでなければ

ならない。当該手続きは、指令 2014/26/EU第 3条（a）および（b）に定義される者、また

は指令 2014/26/EUを実施した国内規定に基づく他の者によって締結された契約には、適用

されない。 

（79）著作者および実演家は、多くの場合、契約の相手方当事者に対し、裁判によりその権

利を主張することに消極的である。したがって、加盟国は、透明性義務および契約調整手続

きに関し、著作者および実演家またはそれらを代理する代表者による請求を取り扱う ADR手

続を規定しなければならない。この目的のために、加盟国は、新たな組織または手続きを設

けるか、または本指令に定める条件を満たす既存の組織または手続きに委ねることができ

なければならないが、これは、国の司法制度に属する場合を含め、これらの組織または手続

きが業界主導であるか、公的機関主導であるかを問わない。加盟国は、紛争解決手続きの費

用をどのように分担させるかにつき、柔軟に決定できなければならない。当該 ADR手続は、

裁判所に訴訟を提起することにより、その権利を主張しかつ防御する当事者の権利を害す

るものであってはならない。 

（80）著作者および実演家がその権利をライセンスまたは譲渡する場合、その著作物または

実演が利用されることを期待する。しかし、その権利をライセンスしまたは譲渡した著作物

または実演が、まったく利用されないこともある。これらの権利が独占的に譲渡された場合、

著作者および実演家は、その著作物または実演の利用につき、別の相手方に打診することは

できない。この場合、合理的期間の経過後、著作者および実演家は、他の者にその権利を譲

渡またはライセンスすることを可能とする権利の取消手続きを利用できなければならない。

著作物または実演の利用は分野により多様となりうることから、視聴覚分野のような分野

の特性や、特に取消権の行使期間を定めるにつき、著作物または実演の特性を考慮するため

に、国内レベルで特別の規定を定めることができる。ライセンシーと権利の譲受人の正当な

利益を保護するため、および濫用を防止するため、ならびに、著作物または実演が実際に利

用される前に一定の期間が必要であることを考慮し、著作者および実演家は、ライセンス契

約または譲渡契約の締結後、一定期間の後にのみ、特定の手続要件に従って、取消権を行使

できるものでなければならない。加盟国は、複数の著作者または実演家が関与する著作物ま

たは実演の場合、個別の寄与の相対的重要性を考慮し、取消権の行使を規定することが認め

られなければならない。 

（81）本指令に定める透明性、契約調整手続き、および ADR手続きに関する規定は、義務的

な性質のものでなければならず、著作者、実演家およびその契約の相手方との契約であるか、

または、秘密保持契約のような当該契約の相手方と第三者との契約であるかを問わず、当事

者は当該規定の適用を排除してはならない。結果として、欧州議会および欧州理事会規則
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（EC）No 593/2008第 3条第 4項は（17）17、準拠法を選択する際、所在に関連する他のす

べての要素が一または複数の加盟国に位置づけられる場合、当事者による加盟国の準拠法

以外の準拠法の選択は、法廷地の加盟国によって国内法化された本指令に定める透明性、契

約調整手続き、および ADR手続きに関する規定の適用を害するものではない、との意味にお

いて適用されなければならない。 

（82）本指令のいかなる規定も、著作権分野における EU法に基づく排他的権利の権利者が、

著作物または他の保護対象物の無償の使用許諾（すべての利用者の利益に資する非独占的

な無償のライセンスによることを含む）を妨げるものとして、解釈されてはならない。 

（83）本指令の目的、つまり域内市場における技術の進歩および保護されるコンテンツの新

たな流通網を尊重するため、著作権分野における欧州連合の枠組の特定の側面を現代化す

ることは、加盟国が十分に達成できるものではないが、その規模、効果、国境を越える様相

によれば、むしろ欧州連合レベルで、それがよりよい状態になり得るものであるから、欧州

連合は、TEU第 5条に定める補完性の原則に従って、措置を講じることができる。当該条文

に定める比例原則に従って、本指令は当該目的を達成するために必要な範囲を超えるもの

ではない。 

（84）本指令は、基本的権利を尊重し、特に憲章で認められる原則を遵守する。したがって、

本指令は、当該権利および原則に従って解釈され、適用される。 

（85）本指令に基づくすべての個人データ処理は、特に、憲章第 7条および第 8条にそれぞ

れ規定される個人と家族に関するプライバシーに対する権利および個人データ保護に対す

る権利を含む、基本的権利を尊重するものでなければならず、指令 2002/58/ECおよび規制

（EU）2016/679を遵守するものでなければならない。 

（86）説明文書（18）18における 2011年 9月 28日の加盟国および欧州委員会の合同政治宣

言に従って、加盟国は、それが承認された場合には、指令の要素と国内法化した国内の措置

との対応関係を説明する 1 または複数の文書を、その国内法化の措置の通知文書に添付す

ることを約する。本指令に関して、立法者は、当該文書の伝達が正当化されるとみなす。 

本指令を採択した： 

  

 
17 契約上の債務の準拠法に関する 2008年 6月 17日欧州議会および理事会規則(EC) No 

593/2008（ローマⅠ）（欧州連合官報法令 OJ L 177, 4.7.2008, p. 6) 
18 欧州連合官報告示 OJ C 369, 17.12.2011, p. 14. 
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第 I編  一般規定  

第 1条 目的と適用範囲  

１．本指令は、特に、保護されるコンテンツのデジタルでの国境を越える使用を考慮し、域

内市場の枠内において著作権および隣接権に適用される EU法の調和を進めることを目的と

する規定を定める。さらに、本指令は、著作権および隣接権に対する例外および制限、ライ

センスの円滑化に関する規定、ならびに著作物および他の保護対象物の利用のために市場

の十分な機能を保証することを目的とする規定を定める。  

 

２．第 24条に定める場合を除き、本指令は完結したものであり、この分野で現在施行され

ている指令、特に指令 96/9/EC、2000/31/EC、2001/29/EC、2006/115/EC、2009/24/EC、

2012/28/EUおよび 2014/26/EUにおいて定められる既存の規定に、何ら影響しない。 

  

第 2条 定義  

本指令において、以下の定義が適用される：  

（1）「研究組織」とは、その図書館を含む大学、研究機関またはその他すべての者であっ

て、その主な目的は、学術研究を実施すること、または学術研究の実施も含む教育活動を行

うことであり：  

（a）非営利目的であるか、もしくは学術研究におけるすべての利益を再投資するもの、ま

たは；  

（b）加盟国によって承認された公益的使命に従うものであり；  

当該組織に決定的影響を与える企業が、当該学術研究の成果に対し優先的アクセスを享受

できないものをいう。  

 

（2）「テキストおよびデータマイニング」とは、情報（パターン、傾向および相関関係を

含むがこれらに限定されない）を導き出すため、デジタル形式のテキストおよびデータを分

析することを目的とするあらゆる自動分析技術をいう。  

 

（3）「文化遺産機関」とは、公衆がアクセスできる図書館、博物館、アーカイブ、映画ま

たはオーディオ遺産を寄託される機関をいう。  

 

（4）「報道出版物」とは、報道の性質を有する文学の著作物から主に構成される集合物を

いうが、それは他の著作物または保護対象物を包含する可能性もあるものであり、かつ、そ

れは： 

（a）新聞、一般誌または専門誌のように、単一の題号の下で定期的または規則的に最新版

が刊行される出版物における個別単位を構成し； 
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（b）ニュースまたは他のトピックに関連する情報を、一般大衆に提供することを目的とし；

かつ、  

（c）サービス提供者の発意、編集責任および管理下で、あらゆる媒体により発行されるも

のをいう。  

 

学術専門誌のような、学術または高等教育機関での研究目的で発行された定期刊行物は、本

指令にいう報道出版物に該当しない。  

 

（5）「情報社会サービス」とは、指令（EU）2015/1535第 1条第 1項（b）にいうサービス

をいう。 

  

（6）「オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダ」とは、プロバイダが営利目的で企

画し展開する、利用者によってアップロードされた著作権により保護される著作物または

他の保護対象物を大量にストックし、かつそれらへのアクセスを公衆に提供することをそ

の主な目的または主な目的の 1つとする、情報社会サービスのプロバイダをいう。  

 

非営利目的のオンライン百科事典、非営利目的の教育および学術リポジトリ、オープンソー

スソフトウェア開発および共有プラットフォーム、指令（EU）2018/1972に定義される電気

通信サービスプロバイダ、オンラインマーケットプレイス、企業間のクラウドサービスおよ

び利用者が自己使用目的でコンテンツをアップロードすることができるクラウドサービス

のようなサービスプロバイダは、本指令の意味におけるオンラインコンテンツ共有サービ

スプロバイダに該当しない。  

  

第Ⅱ編 例外および制限をデジタルでの国境を超える環境に適応させるための措置 

第 3条 学術研究目的でのテキストおよびデータマイニング  

１．加盟国は、研究組織および文化遺産機関が、学術研究のために、適法にアクセスする著

作物または他の保護対象物のテキストおよびデータマイニングの目的で行う複製または抽

出のために、指令 96/9/EC第 5条（a）および第 7条第１項、指令 2001/29/EC第 2条ならび

に本指令第 15 条第１項に定める権利に対する例外または制限を規定しなければならない。  

 

２．第 1項に従って作成された著作物または他の保護対象物の複製物は、適切な水準のセキ

ュリティで蓄積されなければならず、研究結果の検証を含む学術研究目的で保持すること

ができる。  
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３．権利者は、著作物または他の保護対象物がホストされているネットワークおよびデータ

ベースのセキュリティと完全性を確保するための措置を講じることを認められなければな

らない。当該措置は、この目的を達成するために必要な範囲を超えてはならない。  

 

4．加盟国は、権利者、研究組織および文化遺産機関に対し、第 2項および第 3項にいう義

務および措置の適用に関し、共同で合意される業界水準を定義することを奨励しなければ

ならない。   

  

第 4条 テキストおよびデータマイニングのための例外または制限  

１．加盟国は、テキストおよびデータマイニングの目的で、適法にアクセスできる著作物お

よび他の保護対象物の複製および抽出のために、指令 96/9/EC第 5条（a）および第 7条第

１項、指令 2001/29/EC第 2条、指令 2009/24/EC第 4条第１項（a）、（b）ならびに本指令

第 15条第１項に定める権利に対する例外を規定しなければならない。 

 

２．第 1項に従って行われた複製および抽出は、テキストおよびデータマイニングの目的に

必要な期間、保持することができる。  

 

３．第 1項に定める例外または制限は、権利者が、オンラインで公衆に利用可能とされるコ

ンテンツのため機械により読み取り可能となる手段のような適切な方法で、同項にいう著

作物や他の保護対象物の使用を明示的に留保していないことを条件として、適用されなけ

ればならない。 

 

４．本条は、本指令第３条の適用に影響しない。  

  

第 5条 デジタルでの国境を越える教育活動における著作物および他の保護対象物の使用  

１．加盟国は、達成される非商業目的により正当化される範囲内で、教育における説明のた

めにのみ、著作物および他の保護対象物をデジタル使用できるよう、指令 96/9/EC 第 5 条

（a）(b)(d)(e)および第 7条第 1項、指令 2001/29/EC第 2条および第 3条、指令 2009/24/EC

第 4条第 1項ならびに本指令の第 15条第 1項に定める権利に対する例外または制限を規定

しなければならない。ただし、当該使用は、次の条件に従う：  

（a）教育施設の責任の下で、その施設内もしくは他の場所において、または当該教育施設

の生徒または学生および教員のみがアクセス可能なセキュリティによって保護された電子

環境を介して行われ；かつ、 

（b）それが不可能であると判明しない限り、著者名を含む、出所表示を伴うこと。   
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２．第 7条第 1項にかかわらず、加盟国は、第 1項に従って採択された例外または制限が、

適用されないこと、または、本条第 1項にいう行為を許諾しかつ教育機関のニーズと特殊性

に応える適切なライセンスを市場において容易に取得できる限り、主に教育市場向けの素

材やまたは楽譜のような著作物または他の保護対象物の特定の使用または種類に対し、適

用されないことを規定することができる。  

 

本項第一段落によることを決定した加盟国は、本条第 1 項にいう行為を許諾するライセン

スが、教育機関にとって適切な方法で利用可能かつ可視的であることを保証するため、必要

な措置を採らなければならない。 

   

３．本条に従って採択された国内法の規定を遵守して採用される、セキュリティによって保

護された電子環境を介して行われる、教育における説明の目的に限定された著作物および

他の保護対象物の使用は、教育機関が設立された加盟国においてのみ、行われたものとみな

される。  

 

４．加盟国は、第 1 項に従って、著作物または他の保護対象物の使用に対し、権利者のため

に、衡平な補償を規定することができる。  

  

第 6条 文化遺産の保存  

加盟国は、文化遺産機関が、恒久的にそのコレクション内に存在するあらゆる著作物また

は他の保護対象物を、あらゆるフォーマットまたは媒体で、当該著作物または他の保護対象

物の保存目的でかつその保存のために必要な範囲内で複製できるよう、指令 96/9/EC第 5条

（a）および第 7条第 1項、指令 2001/29/EC第 2条、指令 2009/24/EC第 4条第 1項（a）お

よび本指令の第 15条第 1項に定める権利に対する例外を規定しなければならない。 

  

第 7条 共通規定  

１．第 3条、第 5条および第 6条に規定する例外に反するすべての契約条項は、履行を強制

しえない。  

 

２．指令 2001/29/EC第 5条第 5項は、本編に規定する例外および制限に適用される。指令

2001/29/EC 第 6 条第 4 項第 1、第 3 および第 5 段落は、本指令第 3 条ないし第 6 条に適用

される。  

  

第Ⅲ編  ライセンス実務を改善するため、およびコンテンツへのより広いアクセスを保証

するための措置 

第 1章 商業的に入手できない著作物および他の保護対象物  
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第 8条 文化遺産機関による商業的に入手できない著作物および他の保護対象物の利用  

１．加盟国は、ライセンスに含まれる全ての権利者が、これに関して集中管理団体に委託し

ているかどうかにかかわらず、恒久的に文化遺産機関のコレクション内に存在する商業的

に入手できない著作物または他の保護対象物を複製、頒布、公衆への伝達または公衆へ利用

可能とするために、集中管理団体が、権利者からの委託に従って、文化遺産機関との間で非

商業目的での非独占的ライセンス契約を締結できることを規定しなければならない。ただ

し、以下の条件による： 

（a）集中管理団体は、権利者からの委託によって、関係する著作物または他の保護対象物

の種類に関して権利者を十分に代表し、かつライセンスの目的である権利を十分に代表し

ていること；かつ、  

（b）ライセンス条件に関し、すべての権利者に平等な取扱いを保証すること。  

 

２．加盟国は、文化遺産機関が、恒久的にそのコレクション内に存在する商業的に入手でき

ない著作物または他の保護対象物を非商業目的で利用できるようにするため、指令 96/9/EC

第 5条（a）（b）（d）および（e）ならびに第 7条第 1項、指令 2001/29/EC第 2条および

第 3 条、指令 2009/24/EC 第 4 条第 1 項、および本指令第 15 条第 1 項に定める権利に対す

る例外または制限を規定しなければならない。ただし、以下の条件による： 

（a） それが不可能であると判明しない限り、識別可能な著作者または他のすべての権利 

者の名前を表示すること；かつ  

（b）これらの著作物または他の保護対象物が、非商業的なウェブサイトで利用可能である

こと。  

 

３．加盟国は、著作物または他の保護対象物のために第１項（ａ）に定める条件を満たす集

中管理団体が存在しない場合に、第 2項に定める例外または制限が、著作物または他の保護

対象物の種類に対してのみ適用されることを規定しなければならない。 

 

４．加盟国は、すべての権利者が、第 1項に定めるライセンス付与体制から、または第 2項

に規定する例外または制限の適用から、一般的にまたはライセンス契約の締結後または当

該使用開始後を含む特定の場合に、いつでも、容易かつ効果的に、その著作物または他の保

護対象物を除外できることを規定しなければならない。 

 

５．著作物または他の保護対象物が公衆に利用可能かどうか決定するために合理的な努力

がなされた後に、当該著作物またはその他の保護対象物全体が、通常の商業流通経路を通じ

て公衆に利用可能ではないと善意で推定される場合に、当該著作物または他の保護対象物

は、商業的に入手できないとみなされる。 
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加盟国は、著作物および他の保護対象物が第 1項に従ってライセンスの対象となるか、ま

たは第 2 項で定める例外または制限の範囲で使用されているかを決定するために、期限の

ような、特別の要件を規定することができる。これらの要件は、必要性および合理性を逸脱

してはならず、かつ、すべての著作物または保護対象物が商業的に入手不可能であると合理

的に推定しうるときに、著作物または保護対象物全体を商業的に入手不可能であると決定

する可能性を排斥するものではない。 

 

６．加盟国は、文化遺産機関が設立されている加盟国内において、加盟国内の代表者である

集中管理団体に対し、第 1 項に定めるライセンスを要求すべきことを規定しなければなら

ない。  

 

７．本条は、第 5項に定める合理的な努力を基礎として、商業的に入手できない著作物また

は他の保護対象物の全体が主に以下により構成されることが証明される場合、次の著作物

または他の保護対象物の全体に適用されない。 

（a）第三国で最初に発行され、または発行がなければ最初に放送された、著作物または他

の保護対象物。ただし、映画の著作物または視聴覚著作物を除く； 

（b）製作者が第三国に本社または常居所を有する映画の著作物または視聴覚著作物；また

は、 

（c）第三国の国民の著作物または他の保護対象物で、合理的な努力の後、（a）および（b）

に従って加盟国または第三国を定めることができないもの  

 

第１段落の適用を受けないとき、本条は、集中管理団体が、第１項（a）の意味において

関係する第三国の権利者を十分に代表している場合に適用される。  

  

第 9条 国境を越える使用  

1．加盟国は、 第 8条に従って与えられた許諾により、いずれの加盟国においても、文化遺

産機関が商業的に入手できない著作物または他の保護対象物を使用できることを保証しな

ければならない。  

 

２.第 8 条第 2 項に規定する例外または制限に基づく著作物および他の保護対象物の使用

は、それを使用する文化遺産機関が設立されている加盟国内でのみ、行われたものとみなさ

れる。  

  

第 10条 公表措置  

１．加盟国は、第 8条第 1項に従って許諾されるライセンスの対象となり、または第 8条 2

２項に定める例外または制限に基づき使用される、商業的に入手できない著作物または他
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の保護対象物の識別のための、文化遺産機関、集中管理団体または権限を有する公的機関か

らの情報、ならびに第 8 条第 4 項に定める権利者が利用可能な選択肢に関する情報、およ

び情報が利用可能な限りにおいて、ライセンス契約の当事者、対象地域および使用に関する

情報に対して、著作物またはその他の保護対象物がライセンスまたは例外もしくは制限に

従って頒布され、公衆に伝達されまたは公衆に利用可能になる少なくとも 6か月前から、単

一の公共インターネットポータルサイト上で、恒久的に、容易かつ効果的にアクセスできる

よう、保証しなければならない。  

 

ポータルサイトは、規則（EU）No 386/2012に従って、EU知的所有権庁によって設置およ

び管理される。  

 

２．加盟国は、権利者への配慮のため必要である場合、第 8 条に従って著作物または他の

保護対象物をライセンスする集中管理団体の能力、許諾されるライセンス、第 8 条第 2 項

に規定される例外または制限に基づく使用、第 8 条第 4 項にいう権利者が利用可能な選択

肢について、追加的に適切な公表措置が実施されることを規定しなければならない。 

 

本項第１段落にいう適切な追加的公表措置は、第 8 条第１項に従ってライセンスが求め

られる加盟国内において、または第 8 条第２項に規定される例外または制限に基づく使用

については文化遺産機関が設立された加盟国内において、実施される。著作物や他の保護対

象物の出所のような、他の加盟国または第三国において権利者の意識をより効果的に高め

うることを示す証拠がある場合、当該公表措置はそれらの加盟国および第三国にも及ぶも

のとする。  

  

第 11条 利害当事者間の意見交換  

加盟国は、第 8条第 5項に従って、特別な要件を規定する前に、各分野において権利者、

集中管理団体および文化遺産機関と協議しなければならない。加えて、第 8条第１項のライ

センス付与手続きの妥当性と有用性を高めるため、および本章で対象となる権利者のため

の保護措置が効果的であることを保証するため、分野ベースで、集中管理団体を含む利用者

および権利者を代表する団体とその他すべての利害当事者の団体との定期的な意見交換を

奨励しなければならない。 

  

第 2章 集中許諾を促進するための措置  

第 12条 拡大効を有する集中許諾 

１．加盟国は、自国領土内での使用に関し、かつ本条に定める保護措置を条件として、指令

2014/26/EUを国内法化した国内規定に基づく集中管理団体が、権利者からの委託に従って、
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著作物またはその他の保護対象物の利用のためライセンス契約を締結する場合、次のこと

を規定することができる。  

（a）譲渡、ライセンスまたはその他の契約上の合意によって、権利者を代表することを当

該集中管理団体に承諾していない権利者の権利に適用するために、当該契約が拡張されう

ること；または、  

（b）当該契約に関し、集中管理団体が法的に受託しているかまたはそのように行動するこ

とについて、集中管理団体に承諾していない権利者を代表すると推定されること。  

 

２．加盟国は、関係する著作物またはその他の保護対象物の利用の性質または種類を理由と

して、権利者から個別に許諾を得ることが、求められるライセンス取得に必要な取引を見込

めないほど一般的に費用を要しかつ困難である場合、明確に定められる使用分野において

のみ、第１項にいうライセンス付与手続きが適用されることを保証し、かつ、当該ライセン

ス付与手続きが、権利者の正当な利益を保護することを保証しなければならない。  

 

３.第 1項の目的のために、加盟国は、以下の保護措置を規定しなければならない。  

（a）集中管理団体は、その委託に基づき、一方で、関連する著作物または他の保護対象物

の種類について権利者を、かつ、他方で、関連する加盟国においてライセンスの対象となる

権利を、十分に代表すること； 

（b）ライセンスの条件を含め、すべての権利者に公平な取り扱いを保証すること； 

（c） 集中管理団体にライセンスを付与することを承諾していない権利者が、その著作物ま

たは他の保護対象物を、本条に従って創設されたライセンス付与手続きから、いつでも、簡

単にかつ効果的な方法で、除外できること；および、 

（d）ライセンスの下で著作物または他の保護対象物が利用される前の合理的な期間、著作

物または他の保護対象物をライセンスするための集中管理団体の能力、本条に基づき付与

されるライセンス、および（c）にいう権利者が利用可能な選択肢について、権利者に情報

を与えるため、適切な公表措置が実施されること。公表措置は、各権利者に個別に通知する

必要はないが、効果的でなければならない。  

 

４．本条は、例外または制限を認める規定を含め、ＥＵ法の他の規定に基づく拡大効を有す

る集中許諾手続きの適用に影響しない。  

 

本条は、権利の義務的な集中管理には適用されない。  

 

指令 2014/26/EU第 7条は、本条に定めるライセンス付与手続きに適用される。  
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５．加盟国が本条に基づきライセンス付与手続きをその国内法において規定する場合、当該

加盟国は、対応する国内規定の適用範囲、これらの規定に基づいて導入され得るライセンス

の目的および種類、当該ライセンス付与手続きに従ってライセンスを付与する団体の連絡

先、および第 3項（c）にいう権利者が利用できるライセンス付与と選択肢に関する情報を

得る手段について、欧州委員会に通知しなければならない。欧州委員会は、当該情報を公表

しなければならない。  

 

６．本条第 5 項の適用により取得した情報および指令 2001/29/EC 第 12 条第 3 項によって

設立される連絡委員会における議論に基づき、欧州委員会は、2021年 4月 10日までに、欧

州理事会および欧州議会に対し、本条第 1項にいうライセンス付与手続きの EU内での使用、

ライセンスを付与する団体の会員ではない権利者、または他の構成国の国民である権利者

もしくは他の構成国に居住する権利者を含む、ライセンスおよび権利者への影響、文化的な

コンテンツの普及を促進することに対する有効性、およびサービスの国境を越えた提供と

競争を含む、域内市場に及ぼす影響について、報告書を提出しなければならない。当該報告

書には、必要に応じて当該国内手続きの国境を越える効果を含む立法案が添付される。  

  

第 3章 ビデオ・オン・デマンド・プラットフォームにおける視聴覚著作物へのアクセスお  

よび利用可能性  

第 13条 交渉手続き  

加盟国は、ビデオ・オン・デマンドサービスで視聴覚著作物を利用できるようにすること

を目的とする契約の締結を当事者が希望する場合、権利のライセンス取得にあたって困難

に直面する当事者が、公平な組織または調停人の支援を求めることができるよう保証しな

ければならない。本条の目的のために加盟国によって設立または指名された公平な組織お

よび調停人は、交渉の当事者を援助し、必要に応じて当事者に提案を示すことも含めて、当

事者が合意に達するよう援助する。  

 

加盟国は、遅くとも［本指令の効力発生の日から 24か月後］までに、第１段落にいう組

織または調停人を欧州委員会に通知しなければならない。加盟国が調停によることを選択

した場合、欧州委員会への通知は、調停が利用できるときに、少なくとも、調停を行う調停

人に関する情報を入手できる情報源を含む。  

  

第 4章 公有のビジュアルアート作品  

第 14条 公有のビジュアルアート作品   

加盟国は、ビジュアルアート作品の著作権保護期間が終了した場合、当該著作物の複製行

為によって生じたいかなる物品も、当該複製行為から生じた物品がその著作者固有の知的
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創造物であるという意味で創作的でない限り、著作権または隣接権の対象とならないこと

を規定しなければならない。  

  

第Ⅳ編 著作権市場の十分な機能を確保するための措置 

第 1章 出版物に対する権利  

第 15条 オンライン利用に関する報道出版物の保護  

１．加盟国は、加盟国で設立された報道出版物の発行者に対し、情報社会サービス提供者に

よる報道出版物のオンライン利用について、指令 2001/29/EC第 2条および第 3条第 2項に

定める権利を与えなければならない。  

 

第１段落に定める権利は、個人の利用者による報道出版物の私的または非商業的な使用

には適用されない。  

 

第１段落に基づいて与えられる保護は、ハイパーリンクを張る行為には適用されない。  

 

第１段落に定める権利は、個々の言葉の使用または報道出版物の極めて短い抜粋による

使用に関しては適用されない。  

 

２．第 1項に規定された権利は完結したものであり、報道出版物中の著作物および他の保護

対象物について、ＥＵ法によって著作者および他の権利者に与えられた権利に何ら影響し

ない。第 1項に規定された権利は、著作者および他の権利者に対して及ばず、特に、著作物

または他の保護対象物が組み込まれた報道出版物から独立して、それらを利用する権利を

権利者から奪うものではない。   

 

著作物または他の保護対象物が非独占的ライセンスに基づいて報道出版物に組み込まれ

ている場合、第 1項に定める権利は、他の許諾された利用者による利用を禁止するために援

用されてはならない。第 1項に定める権利は、保護期間が終了している著作物またはその他

の保護対象物の使用を禁止するために援用されてはならない。  

 

３．欧州議会および欧州理事会指令 2001/29/EC 第 5 条ないし第 8 条、指令 2012/28/EU お

よび指令（EU）2017/1564は、本条第 1項に定める権利に関して準用する。  

 

４．第１項に定める権利は、報道出版物の公表後２年で失効する。この期間は、当該報道出

版物が公表された日の翌年の 1月 1日から起算する。  

 

第 1項は、[本指令の発効日]の前に最初に公表された報道出版物には適用されない。  
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５．加盟国は、報道出版物に組み込まれた著作物の著作者が、報道出版者が情報社会サービ

ス提供者から報道出版物の利用により受領する収入の適切な一部を受領することを規定し

なければならない。  

  

第 16条 衡平な補償の請求  

加盟国は、著作者が出版者に権利を譲渡またはライセンスした場合、当該譲渡またはライ

センスが、譲渡またはライセンスされた権利に対する例外または制限に基づき行われた著

作物の使用に対する補償の一部を出版者が受け取る権利を有する十分な法的根拠となるこ

とを規定することができる。  

 

第 1段落は、公貸権に関する加盟国における現在および将来の取り決めを害しない。  

  

第 2章 保護されるコンテンツのオンラインサービスによる特定の使用  

第 17条 保護されるコンテンツのオンラインコンテンツ共有サービスプロバイダによる使

用  

１．加盟国は、オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダが、利用者によってアップロ

ードされた著作権で保護される著作物または他の保護対象物へのアクセスを公衆に与える

場合、本指令の目的のために公衆への伝達行為または公衆に利用可能にする行為を行うも

のであることを規定しなければならない。 

 

したがって、オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダは、著作物または他の保護対

象物を公衆に伝達するため、または公衆に利用可能にするために、例えば、ライセンス契約

を締結することにより、指令 2001/29/EC第 3条第１項および第２項に定める権利の権利者

から許諾を得なければならない。 

 

２．加盟国は、例えばライセンス契約を締結することによって、オンラインコンテンツ共有

サービスプロバイダが許諾を得た場合、当該許諾は、利用者が商業目的で行動していないと

き、または利用者の活動が多くの収入を生み出さないときは、指令 2001/29/EC第 3条の適

用内にあるサービスの利用者によって行われる行為をも含まれることを規定しなければな

らない。 

 

３．本指令に定める条件に基づき、オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダが、公衆

への伝達行為または公衆に利用可能にする行為を行うときは、指令 2000/31/EC 第 14 条第

１項に定める責任の制限は、本条の対象となる場合に適用されない。  
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本項第１段落は、本指令の適用範囲外の目的で、当該サービスプロバイダに対し、指令

2000/31/EC第 14条第 1項の適用可能性に影響を与えてはならない。  

 

４．何らの許諾も得られない場合、オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダは、次の

（a）ないし（c）を示さない限り、著作権で保護される著作物および他の保護対象物を、公

衆に利用可能にすることを含む、許諾のない公衆への伝達行為につき、責任を負わなければ

ならない：  

（a）許諾を得るために最善の努力をしたこと；および  

（b）権利者が関連する必要な情報をサービスプロバイダに提供した特定の著作物および他

の保護対象物を、確実に利用できないようにするため、専門家としての注意に求められる高

度の業界水準に従って、最善の努力をしたこと；ならびにいかなる場合も、 

（c）通知された著作物または他の保護対象物へアクセスできないようにするため、または

ウェブサイトからそれらを削除するため、十分に理由を示した権利者からの通知を受領し

た後直ちに、迅速に対応し、かつ（b）に従ってそれらが将来アップロードされないよう防

止する最善の努力をしたこと。  

 

５．サービスプロバイダが第 4項に基づく義務を遵守しているかどうかを判断するため、比

例原則に照らし、特に、以下の要素が考慮されなければならない。  

（a）サービスの種類、視聴者および規模、ならびにサービスの利用者によってアップロー

ドされた著作物または他の保護対象物の種類；および  

（b）適切かつ効果的な手段の利用可能性およびサービスプロバイダに生じるそれらの費用。  

 

６．加盟国は、新たなオンラインコンテンツ共有サービスプロバイダについて、そのサービ

スが域内において公衆に利用可能とされて 3年未満であり、かつ委員会勧告 2003/361/ECに

従って算定された年間売上高が 1000万ユーロ未満である場合、第 4項に定める責任体制に

基づく条件が、第 4 項の（a）の遵守に限定されること、および通知された著作物または他

の保護対象物へアクセスできないようにするため、またはプロバイダのウェブサイトから

それらを削除するため、十分に理由を示した通知の受領により速やかに対応することに限

定されることを規定しなければならない。 

 

当該サービスプロバイダの月間ユニークビジター数の平均が、前年に基づく計算により

500万を超える場合、サービスプロバイダは、権利者が関連する必要な情報を提供した通知

の対象である著作物および他の保護対象物がさらにアップロードされないよう防止するた

めに最善の努力を行ったことを証明する責任を負う。  
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７．オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダと権利者との協力は、利用者によってア

ップロードされた著作物または他の保護対象物の利用可能性を妨げる結果を招来してはな

らない。つまり、当該著作物または他の保護対象物が例外または制限の対象となる場合も含

め、これにより著作権および隣接権を侵害しない。 

 

加盟国は、各加盟国の利用者が、オンラインコンテンツ共有サービスにおいて生成したコ

ンテンツをアップロードし利用可能にする際、以下の既存の例外または制限のいずれかを

援用できることを保証しなければならない。  

（a）引用、批評、レビュー；  

（b）風刺、パロディ、または模作の目的における使用。  

 

８．本条の適用は、いかなる一般的監視義務も生じさせない。  

 

加盟国は、オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダが、権利者に対し、その要求に

従って、第 4項にいう協力に関し、その実務の機能に関する適切な情報、およびサービスプ

ロバイダと権利者との間でライセンス契約が締結された場合、契約の対象となるコンテン

ツの利用に関する情報を提供することを規定しなければならない。  

 

９．加盟国は、オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダが、利用者によってアップロ

ードされた著作物または他の保護対象物へのアクセスを不可能にすることまたはそれらの

削除に関する紛争が発生した場合に、そのサービスの利用者が利用できる効果的かつ迅速

な不服申立ておよび是正手続きを導入することを規定しなければならない。  

 

権利者がその特定の著作物または他の保護対象物へのアクセスを不可能にすることまた

は削除することを要求する場合、権利者はそれを求める理由を十分に正当化しなければな

らない。第１段落に定める手続きに基づいて提出された不服は、不当に遅滞することなく処

理されなければならず、アップロードされたコンテンツへのアクセスを不可能にするかま

たは削除する決定は、自然人による審査の対象とされなければならない。加盟国はまた、紛

争の解決のために、裁判外の救済手続きを利用できることを保証しなければならない。当該

手続きは、紛争を公平に解決できるものでなければならず、かつ効率的な司法救済を求める

利用者の権利を害することなく、国内法によって与えられる法的保護を利用者から奪うも

のであってはならない。特に、加盟国は、著作権および隣接権に対する例外または制限の享

受を主張するために、利用者が裁判所またはその他の管轄を有する司法当局を利用できる

ことを保証しなければならない。  
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本指令は、EU 法に定める例外または制限に基づく使用のように、適法な使用には一切影

響を及ぼさない。本指令は、指令 200/58/ECおよび規則（EU）2016/679に従う場合を除き、

個人の利用者の識別も個人データの処理ももたらさない。  

 

オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダは、利用者が、EU 法で規定される著作権

および隣接権に対する例外または制限に基づき、著作物および他の保護対象物を使用でき

ることを、その利用規約において利用者に通知しなければならない。  

 

10.［本指令の発効日］から、欧州委員会は、加盟国と協力し、オンラインコンテンツ共有

サービスプロバイダと権利者との間の協力に向けた業界標準を検討するため、利害当事者

間における意見交換の場を設けなければならない。欧州委員会は、オンラインコンテンツ共

有サービスプロバイダ、権利者、利用者の組織その他の利害関係者と協議後、利害当事者間

の意見交換の結果を考慮した上で、特に第 4項にいう協力に関し、本条の適用に関する手引

きを発行しなければならない。業界標準を検討する際は、特に、基本的権利と例外および制

限の利用とのバランスを維持する必要性について、特別な注意を払うこととする。利害当事

者との意見交換のため、利用者の組織は、オンラインコンテンツ共有サービスプロバイダに

よって提供される第 4 項に関するオンラインコンテンツ共有サービスプロバイダの実務の

機能についての適切な情報に対するアクセスを有しなければならない。  

  

第 3章  利用契約における著作者および実演家の公正な報酬  

第 18条 適正かつ比例的な報酬の原則  

１．加盟国は、著作者および実演家がその著作物または他の保護対象物の利用のためにその

排他的権利をライセンスまたは譲渡する場合、著作者および実演家が適正かつ比例的な報

酬を受け取る権利があることを保証しなければならない。  

 

２．第 1項に規定された原則を国内法において実施するために、加盟国は異なる手続きを自

由に用いることができ、かつ契約の自由の原則および権利と利益との公正な均衡を考慮し

なければならない。  

  

第 19条 透明性義務  

１．加盟国は、著作者と実演家が、少なくとも年 1回、定期的に、各分野の特性を考慮しつ

つ、権利をライセンスまたは譲渡した当事者またはその権利の承継者から、特に利用方法、

生じたすべての収入および支払われるべき報酬に関して、その著作物の利用につき、現在の、

関連する完全な情報を取得することを保証しなければならない。 
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２．加盟国は、第 1項に定める権利が続いてその後にライセンスされた場合、第 1の契約の

相手方が第１項の目的のために必要なすべての情報を保有していない場合、著作者および

実演家またはそれらの代表者は、その要求により、サブライセンシーから、追加的情報を取

得すべきことを保証しなければならない。 

 

当該追加的情報が要求される場合、著作者および実演家の最初の契約の相手方は、当該サ

ブライセンシーの識別に関する情報を提供しなければならない。  

 

加盟国は、第１段落に定めるサブライセンシーに対するあらゆる要求が、著作者または実

演家の契約の相手方を介して直接的または間接的に行われることを規定することができる。  

 

３．第 1項に規定された義務は、各分野において高度の透明性を確保するために、比例的か

つ効果的でなければならない。加盟国は、第 1項に規定された義務から生じる管理上の負担

が、著作物または実演の利用により生じる収入との関係で不均衡になると十分に正当化さ

れる場合において、義務がそのような場合に合理的に期待できる情報の種類および水準に

限定されると規定することができる。  

 

４．加盟国は、著作者または実演家が、第 20条第 1項に基づきその権利を行使するために

これらの情報を要求しているのであり、かつ、その目的のために情報を要求することを示さ

ない限り、著作者または実演家の寄与が、著作物または実演の全体との関係で重要でない場

合、本条第１項に定める義務は適用されないことを決定することができる。 

 

５．加盟国は、団体協約を条件とするかまたは団体協約に基づく合意のため、第 1項ないし

第 4 項に規定された基準を満たすことを条件として、関連する団体協約の透明性ルールが

適用できると規定することができる。  

 

６．指令 2014/26/EU第 18条が適用される場合、本条第 1項に定める義務は、同指令第 3条

（a）および（b）に定義された者または同指令により導入された国内規定に基づく他の者に

よって締結された契約に関しては適用されない。  

  

第 20条 契約調整手続き  

１．本条に定める手続きに相当する手続きを定める適用可能な団体協約がない場合、加盟国

は、最初に合意された報酬が、著作物または実演の利用後に生じる収入すべてと比較して著

しく低いことが判明したときに、著作者および実演家またはそれらの代表者が、その権利の

利用契約を締結した当事者または当該当事者の権利承継者に対して、追加の適正かつ公正

な報酬を請求する権利を有することを保証しなければならない。  
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２．本条第 1項は、指令 2014/26/EU第 3条（a）および（b）に定義されている者、または

当該指令を国内法化した国内規定の下にすでにおかれている他の者によって締結された契

約には適用されない。  

  

第 21条 ＡＤＲ手続  

加盟国は、第 19 条に基づく透明性義務および第 20 条に基づく契約調整手続きに関する紛

争を、任意のＡＤＲ手続に付すことができることを規定しなければならない。加盟国は、著

作者および実演家の代表機関が、一人以上の著作者および実演家の特別の要求により当該

手続きを開始できることを保証しなければならない。  

  

第 22条 取消権  

１．加盟国は、著作者または実演家が、排他的に著作物または他の保護対象物について有す

る権利をライセンスまたは譲渡した場合、その著作者または実演家は、当該著作物または他

の保護対象物が利用されていない場合に、ライセンスまたは権利の譲渡の全部または一部

を取り消すことができることを保証しなければならない。   

 

２．次の事項を考慮し、国内法において第 1項に定める取消手続きに関する特別規定を定め

ることができる：  

（a）様々な分野および様々な種類の著作物ならびに実演の特性；および  

（b）著作物またはその他の保護対象物が、複数の著作者または実演家の寄与からなる場合、

個々の寄与の相対的重要性、および個々の著作者または実演家による取消手続きの適用に

よって影響を受けるすべての著作者および実演家の正当な利益。 

 

加盟国は、著作物または他の保護対象物が通常複数の著作者または実演家の寄与からな

る場合、当該著作物またはその他の保護対象物を取消手続きの適用から除外することがで

きる。  

 

加盟国は、取消手続きが特定の期間内にのみ適用できることを、このような限定が関係す

る著作物または他の保護対象物の分野または種類の特性によって十分に正当化される場合

に、規定することができる。  

 

加盟国は、著作者または実演家が、ライセンスや権利の譲渡を取り消す代わりに、契約の

独占性の終了を選択できることを規定することができる。  
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３．加盟国は、第１項に定める取消権が、権利のライセンスまたは譲渡の契約締結後合理的

な期間の後にのみ行使されうることを規定しなければならない。著作者または実演家は、権

利がライセンスされまたは譲渡された者に通知し、ライセンスまたは譲渡された権利の利

用が行われるのに適切な期間を定めなければならない。当該期限経過後、著作者または実演

家は、権利のライセンスまたは譲渡を取消す代わりに、契約の独占性を終了させることを選

択することができる。  

 

４．権利が利用されないことが、著作者または実演家による是正を合理的に期待できる状況

に主に起因する場合、第 1項は適用しない。  

 

５.加盟国は、第 1項に定める取消手続きに違反するすべての契約条項が、それが団体協約

に基づく場合に限り、強制できることを規定することができる。  

  

第 23条 共通規定  

１．加盟国は、第 19 条、第 20条および第 21条を遵守しないいかなる契約条項も、著作者

および実演家に対して強制できないことを保証しなければならない。  

 

２．加盟国は、本指令第 18条ないし第 22条が、指令 2009/24/EC第 2条の意味におけるコ

ンピュータプログラムの著作者に適用されないことを規定しなければならない。  

 

第Ⅴ編 最終規定 

第 24条 指令 96/9/EC および 2001/29/ECの修正 

１．指令 96/9/ECは、次のように修正される： 

(a)第６条第２項(b)を、次の文に置き換える。 

《欧州議会および欧州委員会指令（EU）*･･･において定める例外および制限を害するこ

となく、情報源を示すことを条件として、かつ結果が非商業目的によって正当化される

範囲において、教育または学術研究のための説明目的でのみ使用される場合； 

                         

 

*デジタル単一市場における著作権および隣接権に関するならびに指令 96/9/ECおよび

2001/29/ECを修正する欧州議会および欧州理事会指令（EU）2019/･･･（公報･･･）》 

 

(b)第 9条(b)を、次の文に置き換える。 

  《(b)指令･･･において定める例外および制限を害することなく、情報源を示すことを条

件として、かつ、結果が非商業目的によって正当化される範囲において、教育または学

術研究のための説明目的での抽出が問題となる場合》 
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２． 指令 2001/29/ECは、次のように修正される： 

(a)第５条第２項(c)を、次の文に置き換える。 

《(c)欧州議会および欧州委員会指令（EU）*･･･において定める例外および制限を害す

ることなく、公衆がアクセス可能な図書館、教育機関または博物館によって、もしくは

アーカイブによって実施される特定の複製行為で、直接的または間接的にいかなる経

済的または商業的利益も追求しない複製行為が問題になるとき 

                         

 

*デジタル単一市場における著作権および隣接権に関するならびに指令 96/9/ECおよび

2001/29/ECを修正する欧州議会および欧州委員会指令（EU）2019/･･･（公報･･･）》 

 

(b)第５条第３項(a)を、次の文に置き換える。 

《(a)指令（EU）...において定める例外および制限を害することなく、それが不可能で

ないことが明らかでない限り著作者名を含む情報源を示すことを条件として、結果が

非商業目的によって正当化される範囲において、教育または学術研究のための説明目

的でのみの使用される場合》 

 

(c)第 12条第 4項に、以下を付け加える。 

《(e)域内市場の機能に関する指令（EU）･･･の国内法化の影響を検証すること、および

国内法化のあらゆる困難に着目すること； 

(f)指令（EU）･･･を実施するために、関連の立法および判例の変化に関する情報ならび

に加盟国によって採用される手続きの実務上の適用に関する情報の交換を容易にする

こと； 

(g)指令（EU）･･･の適用から生じる他のすべての問題を検証すること》 

 

第 25条 他の指令に定める例外および制限との関係 

加盟国は、本指令に定める例外または制限に含まれる使用または分野のために、指令

96/9/EC および 2001/29/EC に定める例外および制限と両立する、より広汎な規定を採択し

または維持することができる。 

 

第 26条 時間的適用範囲 

１．本指令は、〔本指令の発効日から 24か月後の〕日またはその後に、著作権の分野におい

て国内法によって保護される著作物および他の保護対象物すべてに関して適用しなけれ

ばならない。 
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２．本指令は、〔本指令の発効日から 24か月後の〕前に決定された行為および獲得された権

利を害することなく適用しなければならない。 

 

第 27条 経過規定 

著作者または実演家の権利のライセンスまたは譲渡契約は、〔本指令の発効日から 36 か

月後〕から 19条に定める透明性義務に服する。 

 

第 28条 個人データ保護 

本指令の枠内で実施される個人データの取扱いは、指令 2002/58/EC および EU 規則

2016/679を遵守した上で実施されなければならない。 

 

第 29条 国内法化 

１．加盟国は、遅くとも〔本指令の発効日から 24か月後〕までに、本指令に服するために

必要な立法上、規則上および行政上の規定を発効させなければならない。加盟国は、それ

を欧州委員会に直ちに通知しなければならない。 

 

加盟国がこれらの規定を採択する場合は、これらの規定は、本指令に対する参照を含む

ものとするか、またはその公表の際に当該参照を付するものとする。当該参照の方法は、

加盟国が定める。 

 

２．加盟国は、欧州委員会に対し、本指令に含まれる分野において採択した国内法の主要な

規定の法文を欧州委員会に通知する。 

 

第 30条 見直し 

１．〔本指令の発効日から７年後〕直ちに、欧州委員会は、本指令の見直しを行い、欧州議

会、欧州理事会、欧州経済社会委員会に対して主たる結論を示した報告書を提出しなけれ

ばならない。 

 

委員会は、〔本指令の発効日から５年後〕までに、第 17条第 6項に基づき年間売上高が

1000 万ユーロを下回りかつそのサービスが EU において公衆に利用可能となって３年未

満であるオンラインコンテンツ共有サービスプロバイダに対して適用される第 17条に定

める特別な責任体制の影響を評価し、適宜、その評価の結論に従って措置を講じる。 

 

２．加盟国は、欧州委員会に対し、第 1項に定める報告書の作成に必要な情報を提供しなけ

ればならない。 

 



51 

 

第 31条 発効日 

本指令は、EU公報における公表の日に続く２０日目に効力を生じる。 

 

第 32条 名宛人 

本指令は、加盟国を名宛人とする。 

 

 


